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論　説
組織再編成に係る行為計算否認規定に
おける不当性の意義についての考察
 清　水　翔　一
はじめに
　諸外国の多くは、事業目的がない行為や、税負担の軽減が主目的の様な
法の悪用が行われた場合、課税庁が対象となる取引を否認し、通常想定で
きる正常な取引に戻して課税が行われる一般的租税回避否認規定（GAAR、
General Anti-Avoidance Rule、以下「一般的否認規定」という。）を導入し、
租税回避行為から税負担の公平を保っている。
　これに対し我が国は、租税法律主義の下、基本的には個別的否認規定を
採用しており、租税回避行為ごとに個々の否認規定が設けられている。こ
れは、納税者の法的安定性や予測可能性を確保するという意味で租税法律
主義の趣旨と合致している。
　しかし、個別的否認規定のみでは、法テクニックを駆使した高度なタッ
クスプランニングには対応できないため、同族会社の行為計算の否認規定
である法人税法132条（以下「法法132条」という。）、組織再編成の行為計
算を対象とする法人税法132条の２（以下「法法132条の２」という。）、連
結法人の行為計算を対象とする法人税法132条の３、恒久的施設帰属所得に
係る行為計算を対象とする法人税法147条の２という特定の分野の取引に限
定して発動される包括的な否認規定が存在する1）。（以下、一般的否認規定
と区別するため「包括的否認規定」という。）
　これらの規定は、「法人税の負担を不当に減少させる結果となると認めら
れる」場合に適用されるが、「不当」という不確定概念が判断基準となって
いるため租税法律主義における法的安定性等の観点から、その適用につい
 1）土屋重義ほか『ベーシック租税法』21頁（同文館出版、2015）
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ては極めて慎重であるべきとの見解がある2）。
　この「不当」の意義が大きな争点となった事件で、ヤフー株式会社（以
下「ヤフー」という。）が合併によって引き継いだ被合併会社の繰越欠損金
を損金算入する通称「ヤフー事件」（以下「ヤフー事件」という。）及び、
非適格分割により生じた資産調整勘定の償却費を損金算入する通称「IDCF
事件」（以下「IDCF事件」という。）がある。
　（ヤフー事件及び IDCF事件のいずれについても、地裁、高裁、最高裁の
判決は納税者敗訴となっている。）
　両事件は、課税庁に租税回避行為と認定され、我が国で初となる法法132
条の２の適用の可否について争われ、平成28年２月29日に最高裁判決が下
されたが3）、判示された「不当」の意義は、それまでの通説的な考え方と
は異なる考え方であった。
　本研究は、ヤフー事件及び IDCF事件の最高裁判決をはじめとしたいく
つかの判例の検証を通じ、法法132条の２の規定の「不当」の概念の明確化
を目的とする。
第１章　ヤフー事件・IDCF事件の概要
　平成26年３月18日にヤフーが原告となっているヤフー事件と、株式会社
IDCフロンティア（以下「IDCF」という。）が原告となっている IDCF事
件の地裁判決が下された4）。両事件は、我が国で初めて法法132条の２の適
用の可否について争われたという点だけでなく、「法人税の負担を不当に減
少させる結果となると認められるもの」の意義について日本の租税に関す
る著名学者が多くの鑑定意見書を提出しており、その判決結果に注目が集
まっていた5）。
　両事件は一連の事実関係の中行われたものであるが、事実関係を明らか
 2）渡辺徹也『企業組織再編成と課税』264頁（弘文堂、2006）
 3）ヤフー事件 最一小判平成28年２月29日裁判所時報1646号５頁　IDCF事件 最
二小判平成28年２月29日裁判所時報1646号９頁
 4）ヤフー事件　東京地判平成26年３月18日判例時報2236号25頁　IDCF事件　
東京地判平成26年３月18日判例時報2236号47頁
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にするために各々の事件概要を整理してゆく。
第１節　ヤフー事件の概要6）
　合併法人であるヤフーは、平成８年に設立され、情報処理サービス業及
び情報提供サービス業等を目的とする法人であり、平成15年に東京証券取
引所市場第一部に株式を上場しており、本件合併当時においては、その発
行済み株式の約42.1％をソフトバンク株式会社（以下「ソフトバンク」と
いう。）、約34.9％を米国の Yahoo!Inc.、少数株主を含むその他に約23％所有
されていた。
　当時の取締役会長は Aであり、代表取締役は Bであったが、両名は、親
会社であるソフトバンクにおいて Aは代表取締役社長、Bは取締役であった。
　資本金の額は約74億円であり、平成20年３月期における売上高は約2,207
億円で営業利益は約1,219億円であった。
　被合併法人であるソフトバンク IDCソリューションズ株式会社（以下
「IDCS」という。）は、情報通信事業用施設の保守、管理及び運営等を目的
とする法人であり、ソフトバンクの完全子会社であった。
　本件合併直前の資本金は１億円であり、平成20年３月期における売上高
は約98億円、営業利益は約22億円、貸借対照表上の資産合計は約181億円で
あり、約666億円の青色未処理欠損金（以下「繰越欠損金」という。）を有
していた7）。
１　平成20年10月27日
　 　Aが Bを含むヤフーの常勤取締役に対し、IDCSの株式譲渡を提案する。
 5）原告には金子宏教授、中里実教授、水野忠恒教授、大淵博義教授、田中治教授、
占部裕典教授、佐藤英明教授、被告には朝長英樹税理士（財務省における組織
再編成税制の立案担当者）、今村隆教授が鑑定意見書を作成した。
 6）事件概要については、判決文のほか、朝長英樹『包括否認訴訟をめぐる考察　
組織再編成をめぐる包括否認と税務訴訟』283頁（清文社、2014）を参考にして
いる。
 7）この666億円の繰越欠損金は、平成14年３月期124億円、平成15年３月期41億
円、平成16年３月期106億円、平成17年３月期29億円、平成18年３月期366億円
となっており、平成14年３月期に生じた124億円については平成21年３月末で繰
越しが出来なくなる状況にあった。
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２　平成20年11月21日
　 　ソフトバンクの代表取締役社長である Aは、ヤフーに対して IDCSを
吸収合併し、事業の相乗効果を享受するとともに、IDCSの繰越欠損金と
ヤフーの事業収益を相殺して税務メリットを享受するといった一連の組
織再編成に係る手順の提案を書面で行う。（以下、これらの提案を「本件
提案」という。）本件提案における組織再編成の手順は４段階で構成され
ており、その概要は以下の様なものである。
　　（1 ） IDCSは、新設分割により、簿価34億円の新会社 IDCFを設立する。
　　（2 ） IDCSは、ヤフーに対し、新会社 IDCFの発行済株式全部を174億
円で譲渡し、新会社の株式譲渡益140億円（譲渡価額174億円と簿価
34億円の差額）を IDCSの未処理欠損金額165億円の一部と相殺する。
　　（3 ） ソフトバンクは、ヤフーに対し、IDCSの発行済株式の全部を700
億円（税務上の資産200億円、事業資産326億円及び現金174億円）で
譲渡する。
　　　 　税務上の資産200億円とは IDCSからヤフーに引き継がれる未処理
欠損金額約500億円に税率40％を乗じて算出された金額である。
　　（4 ） ヤフーは、平成21年３月末までに、ヤフーを存続会社、IDCSを消
滅会社とする吸収合併を行う事で IDCSの未処理欠損金額を承継し、
ヤフーの事業収益と相殺する。
３　平成20年12月26日
　 　IDCSの臨時株主総会において、Bが IDCSの取締役に選任され、IDCS
の取締役会において、Bが無報酬で非常勤の取締役副社長に選任される。
４ 　IDCSは、平成21年１月７日にデータセンターの営業・販売及び商品開
発に係る事業に関する権利義務を新設分割により新たに設立する会社
（IDCF）に承継させる旨の新設分割計画書を作成した。
５　平成21年２月18日
　 　ソフトバンクがヤフーに対し、IDCSの繰越欠損金の引継ぎが税務当局
に否認された場合には納税額の全額を負担する旨の書面を差し入れる。
６　平成21年２月19日
　 　IDCSがヤフーに対し、IDCFの株式の全部を譲渡する契約を締結する。
７　平成21年２月20日
　 　IDCSがヤフーに対し、所有する IDCFの株式を115億円で譲渡し譲渡
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代金の授受を行う。
８　平成21年２月23日
　 　ソフトバンクがヤフーに対し保有する IDCSの全株式を譲渡する契約
を締結する。
９　平成21年２月24日
　 　ソフトバンクがヤフーに対し保有する IDCSの全株式を450億円で譲渡
し、譲渡代金の授受を行う。
10　平成21年２月25日
　 　ヤフーと IDCS間で、効力発生日が平成21年３月30日、ヤフーを存続
会社、IDCSを消滅会社とする吸収合併の合併契約書が締結される。B以
外の IDCSの取締役は、本件合併に伴って全員退任し、ヤフーの取締役
には就任しなかった。
11　平成21年３月30日
　 　ヤフーが IDCSを吸収合併し、IDCSは本件合併により解散した。
12　平成21年３月期の申告
　 　ヤフーが IDCSから引き継いだ約542億円の繰越欠損金を損金算入して
申告を行う。
　 　ヤフー事件は、この IDCSの繰越欠損金の引継ぎが認められるか否か
が争点となっている。
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出所：事件概要を基に筆者が作成
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第２節　IDCF事件の概要8）
　IDCFは、情報通信事業用施設の保守、管理及び運営に関するサービス提
供等を目的とした法人で平成21年２月２日に IDCSから新設分割により設
立された IDCSの完全子会社である。
１　平成21年１月７日
　　IDCSが新設分割計画書を作成する。
２　平成21年２月２日
　　IDCSの新設分割により IDCFが設立される。
３　平成21年２月19日
　 　IDCSがヤフーに対し、IDCFの株式の全部を譲渡する契約を締結する。
４　平成21年２月20日
　 　IDCSがヤフーに対し、所有する IDCFの株式を115億円で譲渡し譲渡
代金の授受を行う。
５　平成21年３月期の申告
　 　IDCFが非適格分割となったため生じた約100億円の資産調整勘定を５
年間で償却費として損金算入する申告を行う。
　 　IDCF事件は、IDCSから非適格分割により発生した資産調整勘定償却
費の損金算入が争点となっている。
 8）事件概要については、判決文のほか、朝長英樹・前掲注６　316頁を参考にし
ている。
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第１図：【事件概要図】（１～４）
第２図：【事件概要図】（５）
出所：事件概要を基に筆者が作成
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第３節　 ヤフー事件・IDCF事件において主張された「不当」の意義
　ヤフー事件及び IDCF事件で最大の争点となったのは、法法132条の２に
定める「法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるもの」
の意義である。
　この法法132条の２に定める「不当」の意義を検証するにあたり、当該事
件において、主張された「不当」の意義を整理してゆく事とする。
　１　原告（ヤフー及び IDCF）の主張する「不当」の意義
　原告は、法法132条の２に定める「不当」について、先例や学説、とりわ
け通説と言われるものを交え以下の様に主張している。
（１）　ヤフー事件における「不当」の考え方
　「法132条の２が法人の組織再編成において種々の租税回避行為が行われ
る可能性のあることに鑑み設けられた、組織再編成に関する行為・計算の
一般的否認規定であることからすれば、同条の『法人税の負担を不当に減
少させる』の要件の解釈は、租税回避行為とはいかなる行為を指すのかに
ついての通説的な理解を踏まえて行う必要がある。
　この点、租税回避行為の意義について、租税法上明文の規定はないが、
我が国を代表する租税法研究者である金子宏東京大学名誉教授によれば、
租税回避行為とは、『私法上の選択可能性を利用し、私的経済取引プロパー
の見地からは合理的理由がないのに、通常用いられない法形式を選択する
ことによって、結果的には意図した経済的目的ないし経済的成果を実現し
ながら、通常用いられる法形式に対応する課税要件の充足を免れ、もって
税負担を減少させ、あるいは排除すること』をいうとされている。この金
子名誉教授による租税回避行為の意義は学説上広く受け入れられている。
　この租税回避行為の意義から明らかなように、ある行為が租税回避行為
の否認規定により否認されるべき租税回避行為であるか否か、本件に即し
ていえば、法132条の２にいう『法人税の負担を不当に減少させる』行為で
あるか否かは、私的経済取引プロパーの見地から合理的理由があるか否か
という要素を抜きにしては判断できない。
　したがって、租税回避行為の意義を踏まえると、法132条の２の『法人税
の負担を不当に減少させる』の要件は、私的経済取引プロパーの見地から
合理的理由があるか否か、すなわち経済人の行為として不合理・不自然な
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行為又は計算か否かという観点から判断されるべきである。
　そして、純経済人の行為として不合理・不自然とは、行為が異常ないし
変則的で、かつ、租税回避以外に正当な理由ないし事業目的が存在しない
場合をいうと解すべきである。」（下線は筆者挿入）
　として、従来の通説である租税回避の意義を中心に「不当」の意義を主
張している。
（２）　IDCF事件における「不当」の考え方
　「『不当に減少させる』との文言は不確定概念であるが、法132条の２が法
人の組織再編成において種々の租税回避行為が行われる可能性のあること
に鑑み設けられた、組織再編成に関する行為・計算の一般的・包括的否認
規定であることからすれば、純経済人の行為として不合理・不自然な行為
によって法人税の負担が減少した場合を指し、純経済人の行為として不合
理・不自然とは、行為が異常ないし変則的で、かつ、租税回避以外に正当
な理由ないし事業目的が存在しない場合をいうと解すべきである。
　すなわち、法132条の２のような租税回避行為の一般的・包括的否認規定
は、納税者の私法上の行為を、税法上、別の通常行われる仮定の私法上の
行為に置き換えることにより、遡及的に課税関係を作り出すものであるか
ら、課税要件法定主義の観点からして厳格な解釈適用が行われるべきであ
り、判断基準が客観的、合理的でなければならない。
　この点、まず『不当』性の要件は、『純経済人の行為として不合理・不自
然な行為によって法人税の負担が減少した場合』をいうとの原告の解釈は、
納税者の行為の客観的性質に着目するものであるから、客観的に判定可能
な基準であるといえる（客観的基準）。
　しかも、経済取引に参加する法人は、すべて『純経済人としての合理性』
という基準を内在化していることが期待され得るのであり、かかる合理性
の有無の判定を納税者に求めることは酷ではなく、また、私的経済取引と
しての合理性は、納税者の行為そのものに内在する特質であることも併せ
て考慮すれば、基準の内容も合理的であるといえる（合理的基準）
　以上のとおり、原告が主張する法132条の２の『不当』性の要件の解釈は、
同条を客観的、合理的基準に従って厳格に解釈適用するものであり、包括
的否認規定に求められる租税法律主義に合致する解釈である。」（下線は筆
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者挿入）
　IDCF事件でも、ヤフー事件と同様に、従来の通説である租税回避の意義
を中心に「不当」の意義を主張している。
（３）　先例及び文献等から考えられる法法132条の２の「不当」の意義
　「『法132条の２の法人税の負担を不当に減少させる』の要件は、第１に、
法132条１項は、租税回避行為の否認規定という点において、法132条の２
と趣旨及び性質を同じくすること、第２に、法132条の２は、法132条の直
後に同条の枝番として新設されたものであること、第３に、法132条の２は、
法132条１項では同族会社でない法人の組織再編成取引に対応できないため、
新設されたものであること、第４に、法132条の２と法132条１項は、『法人
税の負担を不当に減少させる』という同一の文言を用いていること、第５
に、組織再編税制の創設が議論された税制調査会の場において、法132条の
２の『法人税の負担を不当に減少させる』の要件が、法132条１項の不当性
の要件とは異なるとの解釈は、一度たりとも議論されたことはないことな
どの点からすると、法132条の２の『法人税の負担を不当に減少させる』の
要件は、法132条１項の『法人税の負担を不当に減少させる』の要件と同様
に解釈されるべきである。
　そして、まず、裁判例では、法132条１項の『法人税の負担を不当に減少
させる』の要件は、『専ら経済的実質的見地において、法人の行為、計算が
経済人の行為として不合理、不自然なものと認められるかどうかを基準と
して判断されるべきものである』と解されている（…）。
　また、学説上、金子名誉教授は、法132条１項の『法人税の負担を不当に
減少させる』とは、『純経済人の行為として不合理・不自然な行為』が行わ
れること、あるいは、『ある行為または計算が経済的合理性を欠いている』
ことをいうと解しており、行為が経済的合理性を欠いている場合とは、『異
常ないし変則的で租税回避以外に正当な理由ないし事業目的が存在しない
と認められる場合』をいうと解している。これは、①行為が異常ないし変
則的であるか否かを客観面で観察した上で、仮に異常ないし変則的といえ
る場合は、次に、②正当な理由ないし事業目的が存在するか否かという行
為の周辺事情を観察し、それが存在しない場合に限り否認を認めるという
趣旨と解され、極めて合理的な解釈である（金子宏『租税法（第16版）』
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421頁）。
　このように、裁判例・学説上、法132条１項について、同項の『法人税の
負担を不当に減少させる』の要件を、私的経済取引としての合理性の観点
から判断する解釈論が確立されている。
　したがって、法132条の２の『法人税の負担を不当に減少させる』も、法
132条１項におけるこれらの裁判例・学説に従い、私的経済取引としての合
理性の観点から、純経済人の行為として不合理、不自然なもの、すなわち、
①行為が異常ないし変則的で、②租税回避以外に正当な理由ないし事業目
的が存在しない場合に限って該当すると解すべきである。
　そして、法132条１項の適用が認められた近時の判例・裁判例（…）にお
いて、否認の対象とされた行為は、いずれも、およそ租税回避以外に私的
経済取引としての合理性が存在しない行為であった。
　したがって、法132条の２についても、これらの判例・裁判例のように、
およそ租税回避以外の私的経済取引としての合理性が存在しない行為のみ
が否認の対象となるにすぎないと解すべきである。
　原告の主張は、我が国の有力な租税法研究者（…）によって全面的に支
持されている。」（下線は筆者挿入）
　上記のように、原告は法法132条の２における「不当」の考え方を、法法
132条と同様に、従来の判例や有力な学説である経済的合理性基準を基に判
断すべきと主張した。
　２　被告（課税庁）の主張する法法132条の２の「不当」の意義
（１）　ヤフー事件における「不当」の考え方
　「法132条の２においては、法132条１項と同様に、『法人税の負担を不当
に減少させる結果となると認められるものがあるときは』との文言が用い
られていることに鑑みれば、同項をめぐる議論を参考とすべきであって、
法132条の２の『不当』の意義についても、法132条１項の『不当』の意義
について、純経済人の行為として不合理・不自然な行為又は計算によって
税負担の減少が生じている場合がそれに当たると解されていることを参考
とすべきである。
　もっとも、法132条の２の『不当』の解釈は当該規定の趣旨・目的を踏ま
えてされるべきであるところ、同条は、平成13年度税制改正において、企
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業組織再編成を租税回避の手段として濫用されるおそれがあることから、
これを防止して適正な課税をすることができるために、繰越欠損金等を利
用した租税回避行為の防止規定など各個別規定にそれぞれ防止規定を設け、
併せて、それらの防止規定をかいくぐる租税回避行為に対処するために、
包括的な租税回避防止規定として、従前から設けられていた同族会社の行
為又は計算の否認規定とは別個に、新たに創設されたものである。このよ
うな経緯と趣旨に鑑み、法132条の２の『法人税の負担を不当に減少させる
結果となると認められるもの』の解釈・適用は、組織再編成に係る法人の
行為又は計算の特徴、組織再編税制における各個別規定の趣旨・目的につ
いて十分に考慮をし、その実態に即して行われるべきである。
　具体的には、組織再編税制における各個別規定の趣旨・目的に鑑みて、
ある行為又は計算が不合理又は不自然なものと認められる場合をいい、租
税回避の手段として組織再編成における各規定を濫用し、税負担の公平を
著しく害するような行為又は計算と評価できる場合はこれに当たると解す
べきである。すなわち、法132条の２は、個別の否認規定により対処するこ
とを想定していなかった租税回避の事態に対処するのみならず、適格作り
（適格外し）や個別規定の要件作り（要件外し）等、課税減免等に係る規定
ないし制度の逸脱・濫用があった場合に、そのような行為を許さないこと
として適正な課税を行う否認規定なのである。」（下線は筆者挿入）
　という法法132条の２が設けられた趣旨・目的を述べ、それに基づく同条
が定める「法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるもの」
の解釈について、
　「上記のような法132条の２の趣旨・目的に鑑みれば、一連の組織再編成
の過程において行われた個々の取引について、これを全体の計画から切り
離して、個別に、『私的経済取引として不合理・不自然か否か』により判断
することは相当ではない。組織再編成は、多種多様な行為を組み合わせる
ことができるものであり、最終形に至るまでの過程において、行為の順序
や時期を変えることによって、課税上の効果を納税者が意図的に変更し得
ることとなるものである。かかる組織再編税制における特質を踏まえると、
組織再編成に係る個々の行為について、その１つ１つを個別に取り出すと、
一見すればそれ自体に何らかの事業目的があるように思われるものであっ
ても、法人税の負担を減少させることを主たる目的として、組織再編成全
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体を構成する一部の取引について、組織再編成上の正当な理由ないし目的
がないのに、あえて通常行われるであろう順序又は時期とは異なる順序又
は時期で行い、組織再編税制の個別規定の要件を充足させ、又は充足させ
ないようにしたものであれば、当該行為は組織再編成上の必要性が認めら
れない不自然・不合理なものであり、組織再編成の個別規定の趣旨・目的
を潜脱するものというべきである。
　すなわち、法132条の２の『不当』は、法人税の負担を減少させることを
目的として、組織再編成全体を構成する一部の取引について、通常行われ
るであろう順序又は時期とは異なる順序又は時期であえて行い、組織再編
税制の個別規定の要件を充足させ、又は充足させないようにし、法人税の
負担を減少させる結果となる行為を含むものである。
　組織再編成によって行われる資産の移転には、事業上の必要性や、事業
上の目的が全くないような場面を想定することができないことから、租税
回避防止規定の適用場面として、事業上の必要性や事業上の目的が全くな
いことを要求することは、相当でなく、当該行為又は計算について、事業
目的が完全に否定できないとしても、そのことから直ちに『不当』性が否
定されるものではなく、主たる目的が租税回避目的であると認められる場
合には、課税減免等に係る規定ないし制度の濫用があったとみて、否認さ
れるべきである。」（下線は筆者挿入）
　として、組織再編成に関連する各個別規定を租税回避の手段として濫用
する様な行為を法法132条の２の「不当」であるとし、「を含む」と述べて
いる事から、その「不当」の判断基準には法法132条の経済的合理性基準を
も含まれる様な主張をしている。
（２）　IDCF事件における不当の考え方
　「法132条の２は、平成13年度税制改正において創設されたものであり、
組織再編成に関する行為計算の一般的否認規定である。組織再編税制は、
商法等において柔軟な組織再編成を可能とするための法制等の整備が進め
られたことに伴い、税制上も、組織再編成により資産の移転を行った場合
にその取引の実態に合った課税を行うなど、適切な対応が求められること
となり、平成13年度税制改正において、組織再編成により移転する資産の
譲渡損益を、一定の要件の下に繰り延べる措置を講じたものである。もっ
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とも、組織再編成を租税回避の手段として濫用されるおそれが懸念された
ため、その対応策として、繰越欠損金等を利用した租税回避行為等の類型
的な租税回避行為に対しては、各個別規定に租税回避防止規定を設けるこ
ととした。しかし、組織再編成の形態や方法が複雑かつ多様なものとなる
ことから、立法に当たって、あらゆる事態を想定して、個別具体的に明文
規定を設けることは不可能であり、個別否認規定のみでは適正な課税を行
うことに限界があることは明らかであったため、組織再編税制を導入する
際に、併せて、包括的な租税回避防止規定として法132条の２の規定が創設
されたのである。」（下線は筆者挿入）
　という法法132条の２が設けられた趣旨・目的を述べ、それに基づく同条
が定める「法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるもの」
の解釈について、
　「法132条の２の趣旨・目的を踏まえると、同規定の『不当』該当性の判
断に係る抽象的な基準としては、法人の特定の行為又は計算を容認した場
合に生じる法人税の負担を減少させる結果が、その負担の減少を生じさせ
ている組織再編税制に関連する個別規定を租税回避の手段として濫用し、
税負担の公平を著しく害するような行為又は計算によって生じたものであ
るか否か、すなわち、法人税の負担の減少が『組織再編税制の趣旨・目的
に鑑みて、不合理・不自然な行為又は計算』によって生じたものと評価で
きるか否かで決すべきである。
　被告の主張は、納税者の行為又は計算が組織再編税制に係る個別規定の
趣旨・目的に反することが、一般の納税者にとっても客観的に明らかであ
るものについて『不当』であるとして、納税者の行為又は計算を否認する
ものであり、否認すべき事案は課税庁のみならず納税者にとっても、租税
法規を形式的に適用すべき事案でないということが十分に認識し得るもの
であれば、明確性を欠くことはなく、租税法律主義に何ら反するものでは
ない。」（下線は筆者挿入）
　として、組織再編成に関連する個別規定を租税回避の手段として濫用す
る様な行為を法法132条の２の「不当」とし、その「不当」の判断基準は、
組織再編成の趣旨・目的に鑑みて、不合理・不自然な行為又は計算から行
うことを主張している。
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　３　判決における法法132条の２の「不当」の意義
（１）　地裁・高裁判決9）
　地裁・高裁判決は、まず法法132条の２の創設趣旨を「①法法132条の２
は、組織再編税制の導入と共に設けられた個別否認規定と併せて新たに設
けられた包括的否認規定であること②組織再編成税制において包括的否認
規定が設けられた趣旨は、組織再編成の形態や方法は複雑かつ多様であり、
ある経済的効果を発生させる組織再編成の方法は単一ではなく、同じ経済
的効果を発生させ得る複数の方法があり、これに対して異なる課税を行う
こととすれば、租税回避の温床を作りかねないという点などにあることが
認められる。そして、組織再編成税制に係る個別規定は、特定の行為や事
実の存否を要件として課税上の効果を定めているものであるところ、立法
時において、複雑かつ多様な組織再編成に係るあらゆる行為や事実の組み
合わせを全て想定した上でこれに対処することは、事柄の性質上、困難が
あり、個別規定の中には、その想定外の行為や事実がある場合において、
当該個別規定のとおりに課税上の効果を生じさせることが明らかに不当で
あるという状況が生じる可能性があるものも含まれているということがで
きる。」
　と述べ、この法132条の２が設けられた趣旨、組織再編成の特性、個別規
定の性格に基づく同条が定める「法人税の負担を不当に減少させる結果と
なると認められるもの」の解釈を、
　「（ⅰ）法132条と同様に、取引が経済的取引として不合理・不自然である
場合（…）のほか、（ⅱ）組織再編成に係る行為の一部が、組織再編成に係
る個別規定の要件を形式的には充足し、当該行為を含む一連の組織再編に
係る税負担を減少させる効果を有するものの、当該効果を容認することが
組織再編税制の趣旨・目的又は当該個別規定の趣旨・目的に反することが
明らかであるものも含むと解することが相当である。このように解すると
きは、組織再編成を構成する個々の行為について個別にみると事業目的が
ないとはいえないような場合であっても、当該行為又は事実に個別規定を
形式的に適用したときにもたらされる税負担減少効果が、組織再編成全体
 9）ヤフー事件 東京地判・前掲注４ 東京高判平成26年11月５日訴月60巻９号1967頁
　IDCF事件 東京地判・前掲注４ 東京高判平成27年１月15日民集70巻２号671頁
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としてみた場合に組織再編税制の趣旨・目的に明らかに反し、又は個々の
行為を規律する個別規定の趣旨・目的に明らかに反するときは、上記（ⅱ）
に該当するものというべきこととなる。」（下線は筆者挿入）
　と判示しており、経済的合理性基準だけでなく、組織再編成税制の趣旨・
目的に反しているような場合が法法132条の２の「不当」に該当するものと
している。
（２）　最高裁判決10）
　最高裁判決は、法法132条の２に定める「法人税の負担を不当に減少させ
る結果となると認められるもの」の解釈を、「法人の行為又は計算が組織再
編成に関する税制（以下『組織再編成税制』という。）に係る各規程を租税
回避の手段として濫用することにより法人税の負担を減少させるものであ
ることをいうと解すべきであり、その濫用の有無の判断に当たっては、①
当該法人の行為又は計算が、通常は想定されない組織再編成の手順や方法
に基づいたり、実態とは乖離した形式を作出したりするなど、不自然なも
のであるかどうか、②税負担の減少以外にそのような行為又は計算を行う
ことの合理的な理由となる事業目的その他の事由が存在するかどうか等の
事情を考慮した上で、当該行為又は計算が、組織再編成を利用して税負担
を減少させることを意図したものであって、組織再編税制に係る各規程の
本来の趣旨及び目的から逸脱する態様でその適用を受けるもの又は免れる
ものと認められるか否かという観点から判断するのが相当である。」（下線
は筆者挿入）
　と判示しており、組織再編成税制に係る各規程を租税回避の手段として
濫用する事が法法132条の２の「不当」に該当するものとしている。
　４　論者の考える法法132条の２の「不当」の意義
　ヤフー事件及び IDCF事件の判決については多くの論者が意見を述べて
おり、法法132条の２の「不当」の意義について様々な観点から見解を示し
ている。
谷口勢津夫
10）ヤフー事件 最一小判・前掲注３ IDCF事件 最二小判・前掲注３
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　「基本的に同じ文言を用いている法132条の不当性要件との関係からして
も、法132条の２の不当性要件についても経済的合理性基準のみを規範とし
て定立するのが自然で無理のない解釈である11）。」
大淵博義
　「法人税法132条の２は132条の枝番とされていることから、原点の法人税
法132条と同義に解するのは当然の解釈である12）。」
品川芳宣
　「法132条の２に規定する『法人税の負担を不当に減少させる』は、法132
条に規定する『法人税の負担を不当に減少させる』と同じ用語であるから、
法132条の場合と同義に解される13）。」
今村隆
　「法人税法132条の２の立法趣旨を考えると、同条の『不当』とは、（ⅰ）
取引が経済不合理な場合だけでなく、（ⅱ）組織再編成税制の趣旨・目的又
は当該個別規定の趣旨・目的に反する場合ということ14）」
朝長英樹
　「『組織再編成に係る法人に対して適用される法令の規定に違反している
とはいえないけれども、その規定によって設けられている制度の目的から
みて適当でない』ということ15）」
第４節　法法132条の２の「不当」の意義の諸説
　ヤフー事件及び IDCF事件の中で、様々な「不当」の意義が主張されて
おり、これまでの結果から法法132条の２の「不当」の意義について筆者の
見解に基づき分類すると次の３説に分類出来る。
11）谷口勢津夫「ヤフー事件東京地裁判決と税法の解釈適用方法論―租税回避ア
プローチと制度（権利）濫用アプローチを踏まえて―」税研 30（3）（2014）28頁
12）大淵博義、太田洋「法人税法132条、132条の２とその運用の捉え方」税務弘
報64（2016）10頁
13）品川芳宣「組織再編成税制における行為計算の否認―ヤフー事件―」T&A 
master645号（2016）21頁
14）今村隆『租税回避と濫用法理―租税回避の基礎的研究―』220頁（（財）大蔵
財務協会、2015）
15）朝長英樹・前掲注６ 417頁
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基準の分類 法法132条の２の「不当」の意義 支持者
（1）説
（経済的合理性基準）
法法132条と法法132条の２の「不当」
の意義は同一の経済的合理性基準で
判断される
谷口勢津夫
大淵博義
品川芳宣
（2）説
（制度趣旨基準）
法法132条と法法132条の２の「不当」
の意義は経済的合理性のみならず、
制度の趣旨により判断される
今村隆
朝長英樹
地裁・高裁
（3）説
（濫用基準）
法法132条と法法132条の２の「不当」
の判断基準は経済的合理性基準であ
るが、その経済的合理性の判断基準
がそれぞれ異なっている
最高裁
　次章より、それぞれの説から、法法132条の２の「不当」の意義として適
切な基準を検証する事とする。
第２章　法法132条の２の「不当」の意義の検証
第１節　（1）説（経済的合理性基準）の検証
　ヤフー事件及び IDCF事件において原告が主張し、最も論者の支持があ
るのは（1）説（経済的合理性基準）である。
　この基準は当該事件前まで、実務上における法法132条の２に定める「法
人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるもの」の判断基準
であると考えられてきた経緯がある。
　これは、法法132条の２の「不当」は、条文の構造や文言が酷似している
法法132条の「不当」の意義として通説的な判断基準である経済的合理性基
準と同様でなければ、納税者の予測可能性を害するとの考えに基づくもの
である。
　以下、この説の妥当性を、法法132条と法法132条の２の条文を比較する
事で検証を行う。
　１　同族会社における行為計算の否認制度の概要（法法132条）
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（１）　創設の経緯及び趣旨
　同族会社の行為計算否認の規定は、大正12年の所得税法改正により初め
て法制度化された16）。
　その背景として、大正９年の税制改正により配当所得が個人の段階で総
合課税されることになったため、持株会社を創設して業績の良い事業会社
の株式を持たせ、その持ち株会社に配当を行う事により税負担を減少させ
る者が続出したことに対処するために創設された17）18）。
（２）　課税要件
　「税務署長は、次に掲げる法人に係る法人税につき更正又は決定をする場
合において、その法人の行為又は計算で、これを容認した場合には法人税
の負担を不当に減少させる結果となると認められるものがあるときは、そ
の行為又は計算にかかわらず、税務署長の認めるところにより、その法人
に係る法人税の課税標準若しくは欠損金額又は法人税の額を計算すること
ができる。
１　内国法人である同族会社
２　イからハまでのいずれにも該当する内国法人（以下省略）」（下線は筆
者挿入）
本条文を要約すると以下の４要件となる。
①　同族会社等に該当すること。
②　①の法人の行為又は計算であること。
③　①の法人の法人税の負担を減少させること。
④　③の減少が不当と認められること。
（３）　適用対象となる法人の範囲と否認される行為又は計算の主体
　法法132条では、「次に掲げる法人」が適用対象とされ、この「次に掲げ
る法人」とは、本規定の１号又は、２号に該当する同族会社等の法人であ
16）創設時は所得税法73条の３
17）大日本帝国議会誌刊行会編『大日本帝國議會誌 第十四巻』113頁（大日本帝
国議会誌刊行会、1930）
18）村上泰治「同族会社の行為計算否認規定の沿革からの考察」税務大学校論叢
11号240頁
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り特定の単一法人を指しているものと考えられる。また、「その法人の行為
又は計算」と規定されていることから「その」は先行する「次に掲げる法人」
を対象としていると考えられるため、当該規定は、同族会社等に該当する
特定の単一法人が主体となる行為又は計算を対象としていると考えられる。
　また、「その法人に係る法人税の課税標準若しくは欠損金額又は法人税の
額を計算することができる」主体となるのは、同族会社等のうち「これを
容認した場合には法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められ
る」行為又は計算を行った法人になると考えられる。
（４ ）　適用対象となる行為又は計算の範囲
　条文上、法法132条に規定する「行為又は計算」は明文化されていない。
　しかし、法法132条の「行為又は計算」の範囲について「行為」とは、対
外関係において法人の財産状態に影響を及ぼすべき法律的効果を伴う行為
をいい、「計算」とは、対内関係において法人の財産状態の表示いかんによ
り財産上影響を及ぼすことがある計算をいうと定義しているものもある19）。
　この事から、法法132条に規定する「行為又は計算」とは、同族会社等に
係る法人税の課税標準若しくは欠損金額又は法人税の額の計算に関する全
ての同族会社等の行為又は計算が対象となると考えられる。
（５ ）　条文から確認できる法人税の負担を不当に減少させる結果となると
認められるもの
　法法132条では、条文上において、法人税の負担を不当に減少させる事由
は明記されていない。
（６）　租税回避の意図の有無
　法法132条の条文上、租税回避の意図ないし税負担を減少させる意図が存
在することは課税要件とはされていない20）。
19）村上泰治・前掲注18 247頁
20）租税回避目的を行為計算否認規定の解釈に際して全く考えなくてもよいとい
うわけではない。太田洋「関連会社間取引をめぐる近時の注目裁判例」租税研
究（2016.7） 346頁
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　２　組織再編成における行為計算の否認規定の制度概要（法法132条の２）
（１）　創設の経緯及び趣旨
　組織再編税制の創設された平成13年当時における我が国の状況は、経済
の国際化や情報化が進展し、企業の経営環境が多様化・複雑化するととも
に、バブル経済崩壊後の厳しい経営環境が続く中で、企業の競争力を確保
し、企業活力が十分発揮できるよう、柔軟な企業組織再編成を可能とする
ための法制の整備が必要とされており、税法も組織再編成税制の整備が行
われた。しかし、組織再編成の形態や方法は、複雑かつ多様であり、資産
の売買取引を組織再編成による資産の移転とするなど、組織再編成税制が
租税回避の手段として濫用されるおそれがあり、脱税の温床となってしま
う可能性が予見できたため21）税制の創設にあたり、防止策として包括的な
規定である法法132条の２が創設された22）。
（２）　課税要件
　「税務署長は、合併、分割、現物出資若しくは事後設立（第２条第12号の
６（定義）に規定する事後設立をいう。）又は株式交換若しくは株式移転（以
下この条において『合併等』という。）に係る次に掲げる法人の法人税につ
き更正又は決定をする場合において、その法人の行為又は計算で、これを
容認した場合には、合併等により移転する資産及び負債の譲渡に係る利益
の額の減少又は損失の額の増加、法人税の額から控除する金額の増加、第
１号又は第２号に掲げる法人の株式（出資を含む。第２号において同じ。）
の譲渡に係る利益の額の減少又は損失の額の増加、みなし配当金額（第24
条第１項（配当等の額とみなす金額）の規定により第23条第１項第１号（受
取配当等の益金不算入）に掲げる金額とみなされる金額をいう。）の減少そ
の他の事由により法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められ
るものがあるときは、その行為又は計算にかかわらず、税務署長の認める
21）税制調査会平成12年10月３日「会社分割・合併等の企業組織再編成に係る税
制の基本的考え方」（http://www.cao.go.jp/zeicho/siryou/a02kai_2.html）2016
年12月23日
22）藤本哲也ほか『平成13年度改正税法のすべて』243頁（（財）大蔵財務協会、
2001）
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ところにより、その法人に係る法人税の課税標準若しくは欠損金額又は法
人税の額を計算することができる。
１　合併等をした一方の法人又は他方の法人
２ 　合併等により交付された株式を発行した法人（前号に掲げる法人を除
く。）
３ 　前２号に掲げる法人の株主等である法人（前２号に掲げる法人を除
く。）」（下線は筆者挿入）
本条文を要約すると以下の４要件となる。
①　１号から３号に掲げる合併等に関係する法人に該当すること。
②　①の法人の行為又は計算であること。
③　①の法人の法人税の負担を減少させること。
④　③の減少が不当と認められること。
（３）　適用対象となる法人の範囲と否認される行為又は計算の主体
　法法132条の２では、「合併等に係る次に掲げる法人」が適用対象とされ、
この「合併等に係る次に掲げる法人」とは、本規定の１号から３号までに
該当する合併等に関係する法人を示し、主体の異なる複数の法人が適用対
象となると考えられる。また、「その法人の行為又は計算」と規定されてい
ることから「その」は先行する「合併等に係る次に掲げる法人」を対象と
していると考えられるため、当該規定は、合併等に関係する主体の異なる
複数の法人の行為又は計算を対象としていると考えられる。
　また、「その法人に係る法人税の課税標準若しくは欠損金額又は法人税の
額を計算することができる」主体となるのは、合併等に関係する複数の法
人のうち「これを容認した場合には、…法人税の負担を不当に減少させる
結果となると認められる」行為又は計算を行った法人になると考えられる
ため、適用対象の主体となる法人と、否認される行為又は計算の主体とな
る法人が異なる場合があり得るものと考えられる。
　これは、同じく組織再編成税制の包括的否認規定である所得税法157条４
項23）及び相続税法64条４項24）の条文との整合性から考えても自然な解釈で
あると思われる。
　この論点がヤフー事件及び IDCF事件において、法法132条の２の適用に
あたり、適用対象法人がいずれの法人であるかが問題となったが25）、この
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論点について最高裁判決は、
　「法132条の２は、前述のとおり、組織再編成の形態や方法は複雑で多様
であるため、これを利用する巧妙な租税回避行為が行われやすいことから
設けられたものである。そして、同条は、平成19年法律第６号による改正
前において、『合併等をした一方の法人若しくは他方の法人又はこれらの法
人の株主等である法人』を受けて『これらの法人の行為又は計算』と規定し、
行為又は計算の主体である法人を更正又は決定を受ける法人に限定してい
なかったところ、上記改正においては、同条の適用対象となる法人の範囲
が拡大され、同条各号に掲げられることとなったため、同条柱書きの『次
23）所得税法157条４項「税務署長は、合併（…）、分割（…）、現物出資若しくは
法人税法第２条第12号の６に規定する現物分配又は株式交換若しくは株式移転
（以下この項において『合併等』という。）をした法人又は合併等により資産及
び負債の移転を受けた法人（…）の行為又は計算で、これを容認した場合には
当該合併等をした法人若しくは当該合併等により資産及び負債の移転を受けた
法人の株主等である居住者又はこれと第１項に規定する特殊の関係のある居住
者の所得税の負担を不当に減少させる結果となると認められるものがあるとき
は、その居住者の所得税に関する更正又は決定に際し、その行為又は計算にか
かわらず、税務署長の認めるところにより、その居住者の各年分の第120条第１
項第１号若しくは第３号から第８号まで又は第123条第２項第１号、第３号、第
５号若しくは第７号に掲げる金額を計算することができる。」
24）相続税法64条４項「合併、分割、現物出資若しくは法人税法第２条第12号の
６に規定する現物分配又は株式交換若しくは株式移転（以下この項において『合
併等』という。）をした法人又は合併等により資産及び負債の移転を受けた法人
（…）の行為又は計算で、これを容認した場合においては当該合併等をした法人
若しくは当該合併等により資産及び負債の移転を受けた法人の株主若しくは社
員又はこれらの者と政令で定める特別の関係がある者の相続税又は贈与税の負
担を不当に減少させる結果となると認められるものがあるときは、税務署長は、
相続税又は贈与税についての更正又は決定に際し、その行為又は計算にかかわ
らず、その認めるところにより、課税価格を計算することができる。」
25）法法132条の２は、創設当初は条文上「これらの法人の行為又は計算で、これ
を容認した場合には」とされていたが、平成19年度においては「その法人の行
為又は計算で、これを容認した場合には」と文言が変更されていることから適
用対象法人が変更されたかのように思われたからである。
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に掲げる法人』を受けて『その法人の行為又は計算』と規定されることと
なったにすぎず、上記改正が行為又は計算の主体である法人を更正又は決
定を受ける法人に限定するものであったとはうかがわれない。以上のよう
な同条の趣旨及び改正の経緯等を踏まえると、同条にいう『その法人の行
為又は計算』とは、更正又は決定を受ける法人の行為又は計算に限られる
ものではなく、『次に掲げる法人』の行為又は計算、すなわち、同条各号に
掲げられている法人の行為又は計算を意味するものと解するのが相当であ
る。」（下線は筆者挿入）
　とし、法132条の２の適用範囲は、合併等に関係する主体の異なる複数の
法人の行為又は計算を対象とし、かつ、適用対象の主体となる法人と、否
認される行為又は計算の主体となる法人が異なるものとして地裁・高裁の
判断を是認している。
（４）　適用対象となる行為又は計算の範囲
　条文上、法法132条の２に規定する「行為又は計算」は明文化されていな
い。
　しかし、今村隆教授は法法132条の２の対象とする「行為又は計算」の範
囲について、「行為」とは合併等に関係する法人の取引などの外部的行為で
あり、「計算」とは、減価償却費の計上などの内部的行為を指す。また、合
併等の組織再編成行為自体や、適格合併の個別要件に該当する行為や合併
等に伴う欠損金の算入等を「計算」の範囲とする非常に広い概念26）と定義
している。
　すなわち、法法132条の２に規定する「行為又は計算」とは、合併等に関
係する法人の法人税の負担を減少させる一切の行為又は計算が対象となる
ものと考えられる27）。
26）今村隆・前掲注14 218頁
27）立案担当者は、132条の２が適用される「行為又は計算」の例として「相手先
法人の税額控除枠や各種実積率を利用する目的で、組織再編を行う」こと及び
「株式の譲渡損を計上したり、株式の評価を下げるために、分割等を行う」こと
など組織再編成以外の事由を適用例として挙げている。藤本哲也ほか・前掲注
22 243頁
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（５ ）　条文から確認できる法人税の負担を不当に減少させる結果となると
認められるもの
　法法132条の２は、条文上において「合併等により移転する資産及び負債
の譲渡に係る利益の額の減少又は損失の額の増加」、「法人税の額から控除
する金額の増加」、「法人の株式の譲渡に係る利益の額の減少又は損失の額
の増加」、「みなし配当金額の減少」等の具体的な例示を列挙しているが、
末尾の「その他の事由」との記載から、これらはあくまで例示であり、そ
の形態や方法が、複雑かつ多様な組織再編成税制を利用した想定出来ない
事由に対応するため、該当事由の範囲は広いものと考えられ、組織再編成
に係る「不当」と判断された一切の事由が対象になるものと考えられる。
（６）　小括
　法法132条と法法132条の２の内容は次の様に整理できる。
内容
132条
（同族会社の行為計算否認規定）
132条の２
（組織再編成に係る
行為計算否認規定）
創設趣旨
持株会社の設立等を税負担の
減少に利用する事を防ぐため
組織再編成税制を租税回避の
手段として濫用される事を防
ぐため
対象法人 同族会社等の単独法人 合併等関係法人の全て
行為又は
計算範囲
同族会社等の行う全ての行為
又は計算
合併法人等に係る合併関係法
人の一切の行為又は計算
対象行為
又は計算
行為又は計算を容認した場合
には法人税の負担を減少させ
る結果となること
行為又は計算を容認した場合
には、一定の事由により法人
税の負担を減少させる結果と
なること
適用要件
法人税の負担の減少が不当と
評価されること
法人税の負担の減少が不当と
評価されること
　両規定を比較した場合、適用対象となる法人の範囲は異なるものの、両
規定の条文構造には類似性が有ると認められる。
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　この事から、条文構造のみで「不当」の意義を判断した場合、納税者が
法法132条の２に定める「不当」の意義を、法法132条に定める「不当」と
同一に捉えていた事は、異常な解釈では無いように思われる。
　次に、法法132条に定める「不当」が通説や裁判例においてどのように定
義されてきたのかを検証する。
　３　通説・裁判例における法法132条の「不当」の意義
（１）　法法132条の法人税の負担の減少が「不当」と評価されるものの通説
　金子宏教授は、法法132条の規定を「同族会社が少数の株主ないし社員に
よって支配されているため、当該会社またはその関係者の税負担を不当に
減少させるような行為や計算が行われやすいことにかんがみ、税負担の公
平を維持するため、そのような行為や計算が行われた場合に、それを正常
な行為や計算に引き直して更正又は決定を行う権限を税務署長に認めるも
の28）。」と捉えており、判例の中には経済的合理性を欠く行為又は計算につ
いては、２つの異なった傾向があり「１つは、非同族会社では通常なしえ
ないような行為・計算、すなわち同族会社なるがゆえに容易になしうる行
為・計算」と他の１つは、「純経済人の行為として不合理・不自然な行為・
計算」である。非同族会社の中には、同族会社にきわめて近いものから所
有と経営の分離した巨大会社にいたるまで、種々の段階のものがあり、何
が同族会社であるがゆえに容易になしうる行為・計算にあたるかを判断す
ることは困難であるから、抽象的な基準としては、第２の考え方をとるべ
きとされている29）。そして「行為・計算が経済的合理性を欠いている場合
とは、それが異常ないし変則的で、租税回避以外にそのような行為・計算
を行ったことにつき、正当な理由ないし事業目的が存在しないと認められ
る場合のことであり、独立・対等で相互に特殊関係のない当事者間で行わ
れる取引とは異なっている取引にはそれにあたると解すべき場合が多いで
あろう。」としている30）。（下線は筆者挿入）
　　この通説は経済的合理性基準と呼ばれ、今日における取引の不当性の
28）金子宏『租税法　第21版』477頁（弘文堂、2016）
29）金子宏・前掲注28 477頁
30）金子宏・前掲注28 478頁
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判断で広く採用されている。
　経済的合理性基準が採用された理由は、昭和33年５月29日の最高裁判決
に基づいていると言われている。
（２ ）　法法132条の法人税の負担の減少が「不当」と評価されるものの裁判
例
①　昭和33年５月29日最高裁判決（原告勝訴）31）32）
　事件概要
　昭和16年６月20日、A社は株主である甲及びその特殊関係者から兄弟会
社である B社の全株9,960株を448万円余で購入し、同年８月１日に合併契
約を行い、同年11月26日に B社を吸収合併し、同年12月６日に登記手続き
を行っている。
　また、A社は資本金を200万円から350万円に増資をしており、新株３万
株のうち２万4,000株を甲が引き受けて同年10月31日に全額払込みを行って
いる。
　当時は吸収合併の手順を①合併②増資③消滅会社の株主へ新株発行と同
株主への合併交付金の交付となると考えられており、被合併法人について
は、合併交付金を清算所得とみなして課税し、株主にはみなし配当課税が
されていたが、当該事件は、①存続会社 A社が、消滅会社 B社の株式を甲
等から購入②合併③増資④消滅会社 B社の株主甲の引き受けの手順で行わ
れたため、合併交付金の交付が発生しなかった。
　この手順は、通常考えられていた手順に比べ、被合併法人 B社の株主甲
への新株の発行が実質的になされているのに、本来行われるべき被合併法
人 B社に対する合併交付金に対する清算所得が課税されないため、課税庁
は、上記株式購入、吸収合併及び増資の一連の行為は、存続会社が、吸収
合併の事前に消滅会社の株主になっておくことで清算所得課税を免れるも
のとして、法人税法28条（法法132条の前身）を適用して、A社からの甲に
対する株式購入代金を合併交付金とみなして B社の払込資本金額50万円及
31）最一小判昭和33年５月29日民集12巻８号1254頁
32）事件概要については、判決文のほか、今村隆・前掲注14 240頁を参考にして
いる。
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び利益積立金額17万円を差し引いた381万円を B社の清算所得であるとして
A社に課税を行った。
　これに対し、A社は、合併当時 B社の全株式を所有していたため、合併
の際に株式の割当て及び合併交付金の授受はなされず、合併による B社の
清算所得も清算純益もあり得ないとして、課税庁の決定の取消しを求めて
おり、行為計算の否認規定により A社の甲に対する株式購入代金を、合併
交付金とみなすことが出来るかが争点となった事案である。
　最高裁判決において
　「本件において当事者間に争のない本件株式の買収、会社の合併、及び増
資なる一連行為からしては直ちに所論税金逋脱の目的があるものと認め難
いのみならず、本件買収代金を以て合併交付金と認定すべき証拠上の根拠
も認められないから、本件株式の買収は所論法条に基づくいわゆる否認の
対象となるべき行為ではなかつたと判断した上、更に本件買収代金を所論
課税の対象とするが如きは昭和19年２月法律７号による臨時租税措置法１
条の33 の如き特別な規定の施行されていなかつた当時としては税体系上許
されないところであるとしているのであつて、以上の原判示は、原判文に
掲げられている当事者双方の主張及び原判決が事実認定に供した証拠に照
し、当裁判所もこれを正当として是認する。」
　と判示し、同族会社の行為計算否認規定で否認できないとしている。こ
の判決は、高裁判決33）の
　「本件株式買収、合併、増資…なる一連の行為は、その当時の法制上何等
禁ずるところのものでなく、いずれもこれを適法になし得た行為形態であ
ることは論なきところである。而して徴税官庁が行為計算否認の規定を発
動し得る場合は、同族会社の行為計算にして法人税逋脱の目的ありと認め
られるものある場合でなければならぬが、本件一連の行為からして法人税
逋脱の目的ありと認められるためには、若し税金逋脱の目的を抜きにして
みた場合、純経済人の選ぶ行為形態として不合理なものであると認められ
る場合でなければならない。しかるに同族会社の場合であると否とにかか
わらず純経済人としては概して損得の打算を深慮に払い、努めて課税の対
象とならない行為形態を選ぶことは当然のことであつて敢えて、これを不
33）東京高判昭和26年12月20日判決民集12巻８号1271頁
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合理と目することはできないから、本件一連の行為を以て直ちに税金逋脱
の目的ありと認められる場合であるとは断定し難い。」（下線は筆者挿入）
　とする判決を是認したものである。
　この判決結果が、その後の「不当」の判断を経済的合理性基準に基づか
せたと考えられ、経済的合理性基準が実務上における「不当」の判断基準
となる事となった。
② 　近年における裁判例　平成27年３月25日東京高裁「日本 IBM事件」（原
告勝訴）
　近年の法法132条の適用が争われた事例で、平成28年２月18日に最高裁で
上告不受理となり納税者が勝訴した通称「日本 IBM事件」がある34）。
　同事件は、ヤフー事件及び IDCF事件と並び比較されるほど追徴税額が
巨額に上る大型訴訟である他、ヤフー事件及び IDCF事件と同様に行為計
算否認規定の適用が争点となっている点や、最高裁判決を下した裁判官が
同じ裁判官であること35）等共通している部分がある。
　日本 IBM事件は、納税者を勝訴させたものの、法法132条における租税
回避概念の解釈については「正当な理由ないし事業目的」があったとして
も法法132条の適用があり得ることを明確に述べ、従来の通説的な判断基準
を拡張するような判決が下されており、納税者の主張する従来の通説の解
釈を明確に否定した点で今後の行為計算否認規定の適用を巡る事件の基準
として極めて重要な判例であると考えられる。
　また、同事件を受け、平成22年度の税制改正で次の規定が創設されている。
１ 　100％グループである内国法人間で、所有株式を発行法人である内国法
人に対して譲渡する等の場合には、その譲渡損益は計上されない事と
34）朝長英樹税理士は、日本 IBM事件を不受理とした同様の裁判官が11日後にヤ
フー事件の判決を下したのは、ヤフー・IDCF事件の方を後世に残したいとい
う判断ではないかと考察している。朝長英樹「ヤフー・IDCF事件は「租税回避」
の捉え方をどう変えたか」T&A master634号（2016）７頁
35）ヤフー事件　最一小判平成28年２月29日　日本 IBM事件　最高裁上告不受理
平成28年２月18日判例集未掲載　いずれも裁判長裁判官　山浦善樹　裁判官　
櫻井龍子　裁判官　池上政幸　裁判官　大谷直人　裁判官　小池裕である。
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なった。（法法61 の２⑯）
２ 　自己株式として取得される事を予定して取得した株式が自己株式とし
て取得された際に生ずるみなし配当については、受取配当金の益金不算
入制度は適用されない事となった。（法法23③、23 の２②）
　上記制度により、自己株式の取得に伴い発生する、みなし配当を益金不
算入とし、株式の譲渡損を損金算入させる手法は完全に封じられる事と
なった36）。
イ　事件概要37）38）
　被控訴人であるアイ・ビー・エム・エイ・ピー・ホールディングスは、
平成11年４月１日に設立された有限会社であり、平成14年２月12日に米国
WT（米国法人で、米国 IBMにその持分の全部を保有される同社の海外の
関連会社を統括する持株会社）の100％完全子会社となった。
　アイ・ビー・エム・エイ・ピー・ホールディングスは、平成14 年４月22
日に、当時米国WTが保有していた日本 IBMの発行済株式の全部である
153万3,470株を米国WTからの借入金１兆8,182億円及び増資資金1,318億円
を用いて１兆9,500億円（１株当たり約127万円）で購入し、日本における
グループの持株会社となった。
　その後アイ・ビー・エム・エイ・ピー・ホールディングスは、平成14年
12月期、平成15年12月期及び平成17年12月期まで合計３期にわたり、日本
IBMに合計約33万株の同社株式を購入価格とほぼ同額の約4,298億円で譲渡
した。この譲渡により日本 IBMから交付を受けた譲渡代価からみなし配当
の額を控除した額を譲渡対価の額とし、この金額と譲渡原価の額との差額
36）近年では100％子会社の株式のごく一部を他社に保有させることにより意図的
に完全支配関係を崩してグループ法人税制の適用を免れ、譲渡損失を実現させ
る様な行為がグループ法人税制外しとして法法132条の適用により否認されてい
る事例が複数件あるようである。「“グループ法人税制外し”に132条が適用〕」
T&A master663号（2016）７頁
37）東京地判平成26年５月９日判タ1415号186頁 東京高判平成27年３月25日判例
時報2267号24頁
38）事件概要については、判決文のほか、朝長英樹「検証・IBM事件高裁判決〔第
１回〕T&Amaster592号（2015）４頁を参考にしている。
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約3,995億円を譲渡損失として日本 IBMへの株式譲渡の日を含む各事業年度
の所得の金額の計算において損金として算入し、欠損金額による確定申告
を行っている。
　なお、当時は法人税法上、100％完全支配関係者間から生じたみなし配当
は、全額益金不算入として扱われていたため、自己株式の取得により生じ
たみなし配当約3,995億円は益金に計上されていなかった。
　その結果、アイ・ビー・エム・エイ・ピー・ホールディングスの平成19
年12月期の翌期繰越欠損金は約4,040億円となった。
　その後、アイ・ビー・エム・エイ・ピー・ホールディングスは、平成19
年に自らを連結親法人とする連結納税承認申請を行い、平成20年１月１日
に連結納税みなし承認を受けた後、同年の12月連結期の法人税について連
結欠損金とみなされた上記繰越欠損金を連結子法人である日本 IBM等の所
得金額から成る連結所得金額から控除した確定申告を行った。
　課税庁は、法人税法132条の規定を適用して日本 IBM株式の譲渡損失額
を損金の額に算入することを否認する更正処分を行った。
（米国ＩＢＭ）
米国ＷＴ
日本ＩＢＭ
100％100％
米国
日本
（有）アイ・ビー・エム
エイ・ピー・ホールディングス
平成 14 年 2 月　完全子会社となる
第１図：【事件概要図】
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（米国ＩＢＭ）
米国ＷＴ
日本ＩＢＭ
日本ＩＢＭ
100％
100％
100％
米国
日本
（有）アイ・ビー・エム
エイ・ピー・ホールディングス
平成 14 年 4 月　米国ＷＴ
から日本ＩＢＭ株式全株購入
日本ＩＢＭ株式
借入及び増資
合計 1兆 9,500 億円株式購入対価 1兆 9,500 億円
第２図：【事件概要図】
（米国ＩＢＭ）
米国ＷＴ
日本ＩＢＭ
100％
100％
米国
日本
（有）アイ・ビー・エム
エイ・ピー・ホールディングス
株式購入対価 4,298 億円
日本ＩＢＭ株
平成 14 年 12 月期
平成 15 年 12 月期
平成 16 年 12 月期
の合計 3期に渡り
日本ＩＢＭへ株式
の譲渡を行う。
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【日本 IBM事件の自己株式譲渡仕訳イメージ】
（単位：億円）
借方 金額 貸方 金額
（現金預金） 3,995 （受取配当金） 3,995
（現金預金） 303 （有価証券） 4,298
（有価証券譲渡損） 3,995
【会計上の取扱いと税務上の取扱い比較】
〈会計上の金額〉 〈税務上の金額〉
項目 金額 項目 金額
収益 3,995 益金 0
費用 3,995 損金 3,995
利益 ０ 所得 -3,995
← 完全支配関係の配当金は益金
に算入されない。
← 配当金が益金にならないため
欠損金が生じる。
第４図：【事件概要図】
出所：事件概要を基に筆者が作成
日本ＩＢＭ
100％
日本
（有）アイ・ビー・エム
エイ・ピー・ホールディングス
繰越欠損金
4,040 億円
連結納税
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ロ　原告の主張する「不当」の意義
　原告は、法法132条１項の「不当」についての判断基準について
　「法人税法132条１項の『法人税の負担を不当に減少させる』とは、〔A〕
否認対象である行為又は計算が経済的合理性を欠いている場合、すなわち
当該行為又は計算が（あ）異常ないし変則的であり、かつ、（い）租税回避
以外に正当な理由ないし事業目的が存在しないと認められる場合であって、
〔B〕当該行為又は計算に基づき課税所得を計算した場合の法人税額が、合
理的経済人であれば選択したであろう行為又は計算に置き換えて課税所得
を計算した場合の法人税額と比較して少額になる場合を指すものと解すべ
きである（…）。」
　として、金子宏教授の通説を述べ、「法人税の負担を不当に減少させる結
果となると認められるもの。」の解釈について、
　「法人税法132条１項に係る行為又は計算の不当性の判断基準として、裁
判例の多くが、『通常の経済人の行為又は計算として不合理・不自然なもの
と認められるかどうか』という基準を採用し、通常の経済人の行為又は計
算との比較において、経済的・実質的見地において不合理・不自然である
かを判断すべきという解釈を採用しているところ、これによれば、通常の
経済人の行為又は計算と比較して、不合理・不自然であるという評価を基
礎付ける事実とは、当該事実を無視してそれを正常な行為又は計算に置き
換えた場合に、法人税負担の減少が生じなくなるものでなければならない
ものと解され、これと同旨を判示した裁判例（…）もある。そして、裁判
例（…）が詳細に認定したように、同項による否認をするためには、否認
の対象となる行為が通常の経済人が行わないような経済合理性を欠く行為
であることを要する（…）。
　すなわち、対象となる行為又は計算の内容あるいは行為そのものが不合
理、不自然なものであることが否認の要件となっているというべきであり
（…）、対象となる行為又は計算が行われた背景事情を基礎づける事実にす
ぎない経緯、目的、その後の状況等の周辺事情又は対象となる行為又は計
算を行うに至った同族会社の意思決定過程等の特殊性は、行為若しくは計
算の内容又は行為そのものの不合理、不自然さを基礎づける事実ではない
（…）から、これらの事情を総合的に判断することにより同項にいう『不当』
性を肯定することはできないというべきである。また、前記の〔A〕（い）
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の要件の判断においては、正当な理由ないし事業目的が存在するか否かが
重要であり、租税回避の意図ないし目的は、それがなければ同項の『不当』
要件が充足されないことに確定するというものでもなく、それがあれば『不
当』要件が充足されることに確定するというものでもないというべきであ
る。」（下線は筆者挿入）
　として過去の裁判例が、経済的合理性基準を採用してきたことを根拠に
「不当」の判断は経済的合理性基準によるものと主張している。
ハ　課税庁の主張する「不当」の意義
　課税庁は、法法132条の「不当」の意義について地裁と高裁では異なった
主張を行っている。
　地裁においては「法人税法132条１項にいう『不当』なものであるか否か
は、同項が、同族会社について、一般に一人又は少数の株主又は社員によっ
て支配されていることから、会社の意思決定を容易に操作することが可能
であり、租税回避行為を容易になし得ることに鑑みて創設されたものであ
ること…を踏まえると、専ら経済的・実質的見地において、当該行為又は
計算が通常の経済人の行為又は計算として不合理・不自然なものと認めら
れるかどうかを基準として判断すべきであり、行為・計算が経済的合理性
を欠いている場合とは、それが異常ないし変則的で租税回避以外に正当な
理由ないし事業目的が存在せず、専ら租税回避の目的に出たものと認めら
れる場合や、独立・対等で相互に特殊関係のない当事者間で通常行われる
取引とは異なっている場合をいうものと解すべきである。」と述べた上で、
「法人税法132 条１ 項において、不当性の評価に影響を与える具体的な事実
は、『否認』の対象となる法人の行為又は計算自体に関する事実に限られる
ものではなく、その周辺事情も広く含まれると解するのが相当である。」（下
線は筆者挿入）
　として、その行為の対象及び考慮すべき事情の範囲を拡大して解釈する
主張を行ったが、高裁では、
　「法人税法132条１項の文理解釈及び改正経緯からすれば、同項の適用に
当たり租税回避の意図が存在することは要件ではなく、同項の『不当』性
が認められるか否かの判断に当たって、被控訴人に租税回避の意図があっ
たか否か、租税回避以外に正当な理由ないし事業目的があったか否かを判
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断する必要はないというべきである。そして、法人税法132条１項が同族会
社についてのみ行為又は計算の否認を認めているのは、同族会社関係にな
い法人間においては通常なし得ないような行為又は計算が、同族会社関係
にあるがために容易に行われることにより、当該同族会社の法人税の負担
が減少する結果となれば、当該同族会社は、同族会社でない法人に比して
税負担を免れることとなり、それが税負担公平の観点から不当と認められ
るためと解される。そうすると、法人税法132条１項の『法人税の負担を不
当に減少させる結果となると認められるものがあるとき』とは、同族会社
の行為又は計算が経済的合理性を欠く場合をいい、当該行為又は計算が、
独立当事者間の通常の取引とは異なり、それによって当該同族会社の益金
が減少し、又は損金が増加する結果となる場合には、特段の事情がない限
り、経済的合理性を欠くというべきである。」（下線は筆者挿入）
　と述べ、「法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるもの」
の解釈を「独立当事者間の通常の取引と異なる取引」という点に力点を置
いた主張を行っている。
ニ　地裁判決における法法132条の「不当」の解釈
　「法人税法132条１項は、税務署長は、内国法人である同族会社（同項１
号）に係る法人税につき更正又は決定をする場合において、その法人の行
為又は計算で、これを容認した場合には法人税の負担を不当に減少させる
結果になると認められるものがあるときは、その行為又は計算にかかわら
ず、税務署長の認めるところにより、その法人に係る法人税の課税標準若
しくは欠損金額又は法人税の額を計算することができる旨を定めており、
同項は、その趣旨、目的に照らすと、上記の『法人税の負担を不当に減少
させる結果になると認められる』か否かを、専ら経済的、実質的見地にお
いて当該行為又は計算が純粋経済人の行為として不合理、不自然なものと
認められるか否かを基準として判定し、このような客観的、合理的基準に
従って同族会社の行為又は計算を否認する権限を税務署長に与えているも
のと解するのが相当である（…）。」（下線は筆者挿入）
　と述べ、地裁の判決における「不当」の判断基準は、それまでの通説的
な考えと同様に経済的合理性基準説に基づき判断を行っている。
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ホ　高裁判決における法法132条の「不当」の解釈
　「法人税法132条１項の趣旨に照らせば、同族会社の行為又は計算が、同
項にいう『これを容認した場合には法人税の負担を不当に減少させる結果
となると認められるもの』か否かは、専ら経済的、実質的見地において当
該行為又は計算が純粋経済人として不合理、不自然なものと認められるか
否かという客観的、合理的基準に従って判断すべきものと解される（…）。
そして、同項が同族会社と非同族会社の間の税負担の公平を維持する趣旨
であることに鑑みれば、当該行為又は計算が、純粋経済人として不合理、
不自然なもの、すなわち、経済的合理性を欠く場合には、独立かつ対等で
相互に特殊関係のない当事者間で通常行われる取引（独立当事者間の通常
の取引）と異なっている場合を含むものと解するのが相当であり、このよ
うな取引に当たるかどうかについては、個別具体的な事案に即した検討を
要するものというべきである。」（下線は筆者挿入）
　高裁判決においても「不当」の判断基準として経済的合理性基準を採用
しているものの、従来の判例とは異なり、上記の様に、独立企業間価格と
異なっている場合は経済合理性を欠いていると判断した点に加え、
　「法人税法132条１項は、否認の要件として、同族会社の『行為又は計算で、
これを容認した場合には法人税の負担を不当に減少させる結果となると認
められる』ことを求めているにとどまり、その文理上、否認対象となる同
族会社の行為又は計算が、租税回避目的でされたことを要求してはいない。
しかも、法人税法における同族会社の行為計算の否認規定については、昭
和25年法律第72号による改正前の法人税法34条１項では、『同族会社の行為
又は計算で法人税を免れる目的があると認められるものがある場合におい
ては、その行為又は計算にかかわらず、政府の認めるところにより、課税
標準を計算することができる。』と規定されていたところ、同改正により、
『同族会社の行為又は計算で、これを容認した場合においては法人税の負担
を不当に減少させる結果となると認められるものがあるときは、その行為
又は計算にかかわらず、政府の認めるところにより、当該法人の課税標準
又は欠損金額を計算することができる。』（同改正後の法人税法31条の２）
と改められ、…法人税を免れる目的があることを適用の要件として文言上
明示的に掲げていた点が改められたという改正の経緯もある。そうすると、
法人税法132条１項の『不当』か否かを判断する上で、同族会社の行為又は
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計算の目的ないし意図も考慮される場合があることを否定する理由はない
ものの、他方で、被控訴人が主張するように、当該行為又は計算が経済的
合理性を欠くというためには、租税回避以外に正当な理由ないし事業目的
が存在しないと認められること、すなわち、専ら租税回避目的と認められ
ることを常に要求し、当該目的がなければ同項の適用対象とならないと解
することは、同項の文理だけでなく上記の改正の経緯にも合致しない。
　しかも、法人の諸活動は、様々な目的や理由によって行われ得るのであっ
て、必ずしも単一の目的や理由によって行われるとは限らないから、同族
会社の行為又は計算が、租税回避以外に正当な理由ないし事業目的が存在
しないと認められるという要件の存否の判断は、極めて複雑で決め手に乏
しいものとなり、被控訴人主張のような解釈を採用すれば、税務署長が法
人税法132条１項所定の権限を行使することは事実上困難になるものと考え
られる。そのような解釈は、同族会社が少数の株主又は社員によって支配
されているため、当該会社の法人税の税負担を不当に減少させる行為や計
算が行われやすいことに鑑み、同族会社と非同族会社の税負担の公平を図
るために設けられた同項の趣旨を損ないかねないものというべきである。」
（下線は筆者挿入）
　という法法132条の制度創設趣旨を述べた上で、正当な理由ないし事業目
的があったとしても同法の適用があるという点で従来の経済的合理性基準
を拡張するような判示が下されている39）。
　この様な判示が下されながらも、日本 IBMが勝訴できたのは、税務調査
の段階から弁護士が入り、当局の調査手続きをチェックしており、証拠資
料も日本 IBM側が厳選したものしかなく、租税回避の事実を立証できな
かったため、税務当局の押さえた証拠と調査対応の巧拙が勝因であると評
する声もある40）が、今後の法法132条の「不当」の判断が、この高裁判決の
様な基準で行われるのであれば当該事件は、日本 IBMは勝訴したが、今後
39）太田洋氏は、この132条の「不当」の判断基準が拡張されることは、我が国お
けるあらゆる包括的否認規定の「不当」要件が自動的に拡張されることを意味
しており、同族会社間においては国内法レベルでの移転価格税制が存在するの
と実質的に同じ状況になる恐れがあると指摘している。太田洋・前掲注20 368
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の納税者は不利になる事件であったと言える41）。
　４ 　（1）説（経済的合理性基準）が法法132条の２の判断基準となること
の問題点
　多くの論者は法法132条と法法132条の２は、「法人税の負担を不当に減少
させる結果となると認められるもの」と同様の文言を用いている点や、条
文構造が類似している事を根拠に両規定の「不当」の意義は同一の経済的
合理性基準により判断されると主張している。
　しかし、両条文の「不当」の意義を、条文構造や文言が酷似している事
を理由に経済的合理性基準のみにより判断することが適切であるかは疑問
が残る。
　法令用語辞典には「不当」の意義を以下の様に定めている。
　「不当…その処分や手続きが法令の規定に違反しているとはいえないけれ
ども、その制度の目的からみて適当でないということを意味する。法令で
『不当』という用語が用いられている個々の場合に、何がこれに該当するか
は、それぞれの場合について、その制度の目的を考え、社会通念に照らして、
具体的に判定されなければならない42）。」（下線は筆者挿入）
　そうであれば「不当」の意義はその制度の創設趣旨に基づき異なった基
準から判断されるという考えが自然であると思われる。
　この考えに当てはめた場合、法法132条に定める「不当」の意義は、持株
会社を創設して業績の良い事業会社の株式を持たせその持ち株会社に配当
を行う事により税負担を減少させる様な、会社の設立等を税負担の減少に
40）鳥飼重和ほか「ヤフー事件と日本 IBM事件何が明暗を分けたのか？」税理57
（9）（2014）３頁
41）この高裁の判示は、金子宏教授の租税法の第16版以前の不当減少性要件を満
たす場合の記述が①「それが異常ないし変則的で租税回避以外に正当な理由な
いし事業目的が存在しないと認められる場合」に加え②「独立・対等で相互に
特殊関係のない当事者間で通常行われる取引とは異なっている場合も含む」と
表現されており①と②が並列的に扱われていることから、従来の金子説を誤読
したことにより生じたものではないかとの見解がある。太田洋・前掲注20 367
頁
42）角田禮次郎ほか編『法令用語辞典〈第10次改訂版〉』683頁（学陽書房、2016）
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利用する事が「不当」であり、法法132条の２に定める「不当」の意義は、
複雑多様な組織再編成税制を租税回避の手段として利用することが「不当」
である。という判断になると思われる。
　異なる条文に同様の文言が使用されている場合について内閣法制局第三
部長を務めた荒井勇氏の『税法解釈の常識』には、
　「（1）税法の表現には、経済的実質によって考えているとみられる面がか
なりあること、（2）同じ用語でも、法令の趣旨、目的、前後の関係等が異な
れば意味も違ってくることがあり、字句解釈はかなり相対的なものである
こと、（3）また、用語によっては、いろいろの意味に用いられる多義的なも
のもあるので、単純に一律の解釈をすることはできないこと等が指摘され
ます。そこで、文字や用語だけでなく、その規定が設けられた背景や趣旨、
目的、その法令と他の法令との関係などあらゆる面から観察し、検討した
上で、はじめて正しい解釈が得られるのであって、文理解釈だけに頼らず、
次に述べる論理解釈の方法もあわせ用いていかなければならない43）」（下線
は筆者挿入）
　と記述されており、異なった条文に同様の文言が使用されていても、必
ずしも同じ意義で捉える必要はなく、同様の文言を使用するのは単なる法
技術的なものに過ぎないと考えられる。
　また、そもそも、組織再編成はその性質上、一般的な取引慣行や取引相
場が存在しないため、通常の取引の定義や、純経済人として自然で合理的
な組織再編成の定義が困難である事に加え、個別否認規定の形式的な要件
を整える事や、事業目的等を作り出す事が容易である点を考慮すると、組
織再編成行為に対して経済的合理性基準により「不当」の判断を行う事は、
事実上、法法132条の２の形骸化を意味すると考えられる。
　以上の点から、条文構造の類似性を根拠に、法法132条と法法132条の２
の「不当」の意義を同一の経済的合理性基準で判断することは適切とは考
えられない。
第２節　（2）説（制度趣旨基準）の検証
　（2）説の制度趣旨基準は、地裁・高裁判決にみられる考え方である。
43）荒井勇『税法解釈の常識』68頁（税務研究会出版局、1975）
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　この基準は、法法132条の経済的合理性基準のみならず、組織再編成税制
の趣旨・目的という観点からも法法132条の２に定める「法人税の負担を不
当に減少させる結果となると認められるもの」の判断を行う考え方である。
　１　制度趣旨基準の判断基準
　地裁・高裁判決は制度趣旨基準の「不当」の判断基準について
　「（ⅰ）法132条と同様に、取引が経済的取引として不合理・不自然である
場合（…）のほか、（ⅱ）組織再編成に係る行為の一部が、組織再編成に係
る個別規定の要件を形式的には充足し、当該行為を含む一連の組織再編に
係る税負担を減少させる効果を有するものの、当該効果を容認することが
組織再編税制の趣旨・目的又は当該個別規定の趣旨・目的に反することが
明らかであるものも含むと解することが相当である。このように解すると
きは、組織再編成を構成する個々の行為について個別にみると事業目的が
ないとはいえないような場合であっても、当該行為又は事実に個別規定を
形式的に適用したときにもたらされる税負担減少効果が、組織再編成全体
としてみた場合に組織再編税制の趣旨・目的に明らかに反するときは、上
記（ⅱ）に該当するものというべきこととなる。」（下線は筆者挿入）
　と述べており、制度趣旨基準における法法132条の２に定める「不当」と
は、（ⅰ）法132条と同様に取引が経済的取引として不合理・不自然である
場合（経済的合理性）だけでなく、（ⅱ）組織再編成に係る行為の一部が組
織再編成に係る個別規定の要件を形式的には充足し、当該行為を含む一連
の組織再編成に係る税負担を減少させる効果を有するものの、当該効果を
容認することが組織再編成税制の趣旨・目的、又は当該個別規定の趣旨・
目的に反することが明らかであるもの（制度趣旨・目的）という２つの異
なった基準のいずれかに該当する場合としている44）。
44）太田洋氏は地裁・高裁の132条の２の不当性の判断の解釈について、法132条
１項の不当減少性要件が満たされる場合と組織再編成税制の趣旨・目的に反す
る場合の両方が法132条の２の不当減少性要件に含まれるという考えを「二元
説」と評している。太田洋・前掲注20　349頁
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　２　制度趣旨基準の論者・実務家からの評価
　この地裁・高裁の判示した制度趣旨基準という判断基準は、従来の通説
とはかなり異なった考え方であり、この基準については
　「本件規範ⅱによれば、組織再編成税制に係るすべての（課税減免効果が
生じる）個別規定について、法令上課税要件が明確に定められ、その意義
が文理上明らかであるにもかかわらず、常に明文にない制度全体および当
該個別規定の制度・目的に基づく実質的（付加的）な要件充足性を検討し
なければ当該個別規定の適用の可否を判定できないこととなるという点で、
租税法律主義および課税要件明確主義の観点から問題なしとはいえない。
…規定の趣旨・目的の具体的内容が、納税者における法的安定性や予測可
能性を確保する程度に、明確かつ統一的な指標として表示されているのか、
疑義が存するところである45）。」
　と批判の声が出ているように、学界や実務界から従来の経済的合理性基
準に比べ、否認できる範囲を拡大したとして、多くの批判が寄せられた46）47）。
45）北村導人「判批」旬刊経理情報1383号（2014年）50頁
46）「この判示は、（ⅰ）の経済的合理性基準によっては『不当』と判断されない
場合であっても（ⅱ）の制度趣旨・目的基準によって『不当』と判断される場
合があることを示したものと解される。そうすると、制度趣旨・目的基準は、
個別的否認規定に対してだけでなく、不当性要件の枠内で経済的合理性基準に
対しても優位することになり、したがって、論理的には、組織再編成に係る租
税回避の規制に関するいわば『最高規範』として位置付けられることになろう。
…制度趣旨・目的基準は、制度趣旨・目的違反を文言の枠内で要件化した個別
的否認規定や、税法の外にあり税法の解釈適用によって左右されない経済的合
理性の概念を用いた経済的合理性基準に比べて、租税回避の否認に関して、課
税庁に対してより大きな『自由度』（裁量権）を認めるものであり、したがって、
納税者の予測可能性や私法上の選択可能性に対してより大きな『制約』（権利利
益侵害）をもたらすおそれがあるといわざるを得ない。」谷口勢津夫・前掲注11 
26頁
47）「本件判決の判断枠組みの下では、個別規定に定められた要件を抽象的な趣
旨・目的に還元した上で、改めて（実質的な）要件を付加して検討することを
課税庁及び裁判所に認めた規定として132条の２が位置づけられたことである。」
吉村政穂「判批」税務弘報62巻７号（2014年）61頁
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　３　 （2）説（制度趣旨基準）が法法132条の２の判断基準となることの問
題点
　地裁・高裁の判示した（2）説の制度趣旨基準は、多数の論者が批判してい
るように、（ⅱ）制度趣旨・目的という判断基準が、組織再編成税制全体の
趣旨という非常に漠然とした主観的な概念により「不当」の判断を行うた
め、明確な条文の文言があるにもかかわらず、条文に組み込まれていない
主観的な要素が事実上の法法132条の２の最高規範となってしまい、課税庁
に対して大きな裁量権を認めるだけでなく納税者の予測可能性を著しく害
するという問題がある48）。
　従って、法法132条の２の「不当」の判断基準として制度趣旨基準を採用
することは適切とは考えられない。
第３節　（3）説（濫用基準）の検証
　（3）の説である濫用基準は、最高裁判決にみられる考え方である。
　この基準は、制度趣旨基準と同様に趣旨及び目的という観点から法法132
条の２に定める「法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められ
るもの」の判断が行われるとしているが、制度趣旨基準とは異なった考え
方により「不当」の判断を行う事としている。
　１　濫用基準の判断基準
　最高裁は濫用基準の「不当」の判断事由について
　「法人の行為又は計算が組織再編成に関する税制（以下『組織再編税制』
という。）に係る各規程を租税回避の手段として濫用することにより法人税
の負担を減少させるものであることをいうと解すべきであり、その濫用の
有無の判断に当たっては、①当該法人の行為又は計算が、通常は想定され
48）「経済的合理性基準は、税法の外にあり税法の解釈適用によって左右されない
事実的概念であるから、経済的合理性の不存在は評価根拠事実となり得ると考
えられる。…これに対して、制度趣旨・目的に反することは、規範的評価の結
果であって事実の問題ではないから弁論主義の下では、これを主要事実とする
ことはできない。制度趣旨・目的に反するという主張は『法律上の意見、法的
観点、法的構成』にすぎない」谷口勢津夫・前掲注11 27頁
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ない組織再編成の手順や方法に基づいたり、実態とは乖離した形式を作出
したりするなど、不自然なものであるかどうか、②税負担の減少以外にそ
のような行為又は計算を行うことの合理的な理由となる事業目的その他の
事由が存在するかどうか等の事情を考慮した上で、当該行為又は計算が、
組織再編成を利用して税負担を減少させることを意図したものであって、
組織再編税制に係る各規程の本来の趣旨及び目的から逸脱する態様でその
適用を受けるもの又は免れるものと認められるか否かという観点から判断
するのが相当である。」（下線は筆者挿入）
　と判示しており、制度趣旨基準と同様に、趣旨・目的という言葉を用い
ているが、「不当」の判断を、組織再編税制に係る各規程を租税回避の手段
として濫用しているか否かにより判断している点が異なっている。
　この基準は、濫用の判断を①組織再編成を利用して税負担を減少させる
ことを意図したかどうか（租税回避の意図）②組織再編成に係る各個別規
定の趣旨及び目的から逸脱していないかどうか（組織再編成に係る個別規
定の制度趣旨基準）という２つの観点から「不当」の判断を行うこととし
ている。
　２　濫用基準の論者・実務家からの評価
　最高裁の判示した濫用基準について、地裁・高裁判決に批判的な立場で
あった太田洋氏は
　「ヤフー・IDCF事件東京地裁判決については、多数の租税法学者の先生
方が批判されているとおり、同判決の判示に従うと、明確な条文の文言が
あるにも拘わらず、当該条文にそのまま組み込まれていない趣旨・目的か
ら、当該条文に書かれていない要件を抽出し、そのような『書かれざる要
件』を用いて否認をすることができるようになってしまっており、租税法
律主義の観点から極めて問題でした。これに対して、ヤフー・IDCF事件最
高裁判決では、組織再編成の趣旨・目的に反するから直ちに不当減少性要
件が満たされるといったような乱暴な解釈は採られておりません。最高裁
は、組織再編成税制の趣旨・目的に反するか否かは、あくまで濫用に当た
るか否かの判断の観点の一つとして用いるということを明示しており、こ
れは、東京地裁判決や東京高裁判決と比較して判断が非常に精密化された
という点で、高く評価できるものと思っています49）50）。」
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　と評価しており、緑川正博税理士も
　「最高裁判決は、132条の２の射程は、規定の濫用ということを明確にし
てくれたわけです。…何ら規定がなされない場合の経済的合理性の判断に
比して、明確な規定の濫用との判断は、納税者にとって好ましいのではな
いか51）。」
　と述べており、最高裁の判示した濫用基準は、地裁・高裁判決の趣旨目
的基準とは異なり、実務家からは肯定的に評価されている。
　３　濫用基準の濫用の考え方
（１）　（1）説（経済的合理性基準）との違い
　最高裁の判示した濫用基準の「濫用」に該当するか否かを判断する基準
は、①組織再編成の手順や方法が、実態とは乖離した形式を作り出したり
不自然なものであるかどうか、②税負担の減少以外にそのような行為又は
計算を行うことの合理的な理由となる事業目的その他の事由が存在するか
どうか、という２つの観点を挙げている。
　この考えは、従来の金子宏教授の通説である①行為・計算が異常ないし
変則的で②租税回避以外に正当な理由ないし事業目的が存在しないと認め
られる場合、という経済的合理性基準に非常に似ている内容であり、従来
の通説の考え方を引き継いでいると指摘する声もあるように類似性が確認
49）太田洋・前掲注20 352頁
50）太田洋氏は地裁・高裁判決時は「Ｂ社長は、IDCSの取締役副社長に適法に
選任され、取締役就任の登記もなされており、実際に IDCSの取締役会にも出
席していましたので、Ｂ社長の IDCS取締役副社長への就任が仮装とは言い難
い…このような場合に否認が認められるということになると、適格要件や個別
否認規定が、完全な意味でのセーフハーバーとしては機能しないということに
なります。即ち、たとえ適格要件や個別否認規定の適用を回避できるための要
件が（形式的には）充足されているような場合でも、その上から更に法132条の
２が適用されることで、当該要件の充足が否認されることがあり得るというこ
とになります。」と述べ、判決が今後の組織再編成における納税者の予測可能性
を害していることを危惧していた。太田洋・前掲注20 355頁
51）緑川正博「ヤフー事件等を受けた今後の実務対応」T&A master661号（2016）
21頁
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できる52）。
　しかし、従来の（1）説（経済的合理性基準）では、①及び②の要件が満た
された場合「不当」に該当すると考えられており、租税回避の意図は「不当」
の判断事由とはされていないが、濫用基準では、①及び②の要件が満たさ
れる事が直ちに「不当」に該当するとは考えず、当該行為が組織再編成税
制に係る各規定を租税回避の手段として濫用するものかどうかの考慮事由
に過ぎない点や、税負担を減少させることを意図したものかを重視してい
る点が相違している53）。
　この両規定の考え方の違いは、同族会社等の行為計算という限りなく広
い範囲の取引を対象としている法法132条と、組織再編成行為という極めて
限定的な状況の取引を対象としている法法132条の２は、そもそもの租税回
避行為に対する対応の違いから生じているものと考えられる。
（２）　（2）説（制度趣旨基準）との違い
　最高裁判決の判示した濫用基準は、制度趣旨基準が１つ目の判断基準と
した①法法132条の経済的合理性基準については言及していない。この点に
ついて今村隆教授は、最高裁が「所論の点に関する原審の判断は、以上の
趣旨をいうものとして是認することができる。」という原判決を維持する立
場をとったにもかかわらず上告申立を受理して判決を行った事を、原判決
の判示していた（ⅰ）の経済的合理性基準を含むという点を是正するため
に行ったものと分析しており54）、これにより、法法132条と、法法132条の
２の「不当」の意義は分離され、両規定がそれぞれ対象としている本来の
取引の性質や制度目的に基づき「不当」の判断を行うことが可能となった
と考えられる。
52）太田洋・前掲注20　350頁
53）金子宏教授は、以前は経済的合理性基準の「不当」判断に、第３の基準とし
て租税回避の意図があったか否かも基準としていたが、現在では「第２の基準
の主観的側面であり、いわば繰り返しであるから、この版以降は削除する。」と
している。金子宏・前掲注28 478頁
54）今村隆「ヤフー事件及び IBM事件最高裁判断から見えてきたもの（上） 
― IBM事件は租税回避か？」税務弘報（2016.7）62頁
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　また、制度趣旨基準の２つ目の判断基準である（ⅱ）の組織再編税制全
体の趣旨・目的に反する場合も「不当」に該当するという点を、直ちに「不
当」に該当するわけではなく、あくまで法の濫用か否かを判断するための
観点に留めており、しかも、濫用の範囲については、（2）説（制度趣旨基準）
が、組織再編成税制全体の趣旨という非常に漠然とした概念を判断基準と
していた点を、組織再編税制に係る各規程の趣旨及び目的に限定し、法法
132条の２の「不当」の意義を、組織再編成税制に係る各規程を租税回避の
手段として濫用するか否かという１つの基準で判断を行う事としたことで、
（2）説（制度趣旨基準）の内包していた問題点を解消している。
　以上の点から、筆者は法法132条の２の「不当」の判断基準は（3）説の濫
用基準が適切であると考える。
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【各説の「不当」の考え方の比較表】
項
目
（1）説
（経済的合理性基準）
（2）説
（制度趣旨基準）
（3）説
（濫用基準）
不
当
純経済人として不合
理・不自然な行為・
計算
①　（1）説（経済的合
理性基準）と同様
②　組織再編税制の
趣旨・目的又は当該
個別規定の趣旨・目
的に反することが明
らかであるもの
組織再編成税制に
係る各規程を租税
回避の手段として
濫用すること
判
断
　
事
由
①　その行為が異常
ないし変則的
②　租税回避以外に
そのような行為・計
算を行ったことにつ
き、正当な理由ない
し事業目的が存在し
ない
①　（1）説（経済的合
理性基準）と同様
②　組織再編税制の
趣旨・目的又は当該
個別規定の趣旨・目
的
①　組織再編成を
利用して税負担を
減少させることを
意図したもの
②　組織再編税制
に係る各規程の本
来の趣旨及び目的
から逸脱する態様
でその適用を受け
るもの又は免れる
もの
第４節　組織再編成に係る各個別規定の趣旨・目的の意義の考察
　（3）説（濫用基準）は、「不当」の判断を、（2）説（制度趣旨基準）にみら
れたような組織再編成全体の趣旨・目的という漠然とした基準によらず、
組織再編成に係る各個別規定の趣旨・目的という観点を指標としているが、
ここでいう各個別規定の趣旨とは何かを考察すると、まず、組織再編成の
趣旨について『平成13年度改正税法のすべて』には、
　「組織再編成に係る税制は、実態に合った課税を行うという税制の基本を
踏まえ、原則として、組織再編成により移転する資産等についてその譲渡
損益の計上を求めつつ、特例として、移転資産等に対する支配が継続して
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いる場合には、その譲渡損益を繰り延べて従前の課税関係を継続させる、
という基本的な考え方に基づき創られています55）。」（下線は筆者）
　と記載されている様に、組織再編成税制は、原則的には、法人がその有
する資産を他の法人に移転した場合は、移転資産の譲渡損益の計上が行わ
れるが、例外的に、組織再編成前後で移転資産等に対する支配が継続して
いる場合は、移転資産の譲渡損益の計上が行われない。
　この考え方は、組織再編成に伴う各種引当金等の個別規定の取扱いにつ
いても採用されており、これらの規定は、移転資産等の譲渡損益に係る取
扱いに合わせて、従前の課税関係を継続させることとするか否かが決めら
れている56）。
　この移転資産等に対する支配関係が継続している場合の実体的な手がか
りとして、平成12年10月３日の政府税制調査会による、「会社分割・合併等
の企業組織再編成に係る税制の基本的考え方」の中には
　「法人がその有する資産を他に移転する場合には、移転資産の時価取引と
して譲渡損益を計上するのが原則であり、この点については、組織再編成
により資産を移転する場合も例外ではない。
　ただし、組織再編成により資産を移転する前後で経済実態に実質的な変
更が無いと考えられる場合には、課税関係を継続させるのが適当と考えら
れる。したがって、組織再編成において、移転資産に対する支配が再編成
後も継続していると認められるものについては、移転資産の譲渡損益の計
上を繰り延べることが考えられる57）。」 （下線は筆者）
　と記載されていることから、移転資産等に対する支配が継続している場
合を判断する基準とは、「組織再編成前後の経済実態の実質的な変更の有無」
であり、この基準こそがまさに、組織再編成税制に係る各個別規定の趣旨・
目的と実態との乖離を客観的に判断するものであり、この考えに基づけば、
55）藤本哲也ほか・前掲注22 134頁
56）朝長英樹『企業組織再編成に係る税制についての講演録集』（社団法人日本租
税研究協会、2001）69頁
57）政府税制調査会平成12年10月３日「会社分割・合併等の企業組織再編成に係
る税制の基本的考え方」（http://www.cao.go.jp/zeicho/siryou/a02kai_2.html）
2016年12月23日
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例えば、組織再編成の前後で経済実態の実質的な変更があったにもかかわ
らず、形式的な要件を満たし、適格組織再編成として税負担を減少させる
ような行為は、組織再編成税制を利用して租税回避を意図したものに該当
する事となる。
　以上の考察から、組織再編成に係る各個別規定の趣旨・目的とは、基本
的には、組織再編成全体の趣旨・目的の考え方と同様であるが、いかよう
にも言える全体の趣旨とは異なり、法法132条の２の「不当」の判断基準に
「組織再編成前後の経済実態の実質的な変更の有無」という具体性のある事
由が位置付けられる事により、納税者の予測可能性が高められたと言える。
第３章　 ヤフー事件及び IDCF事件の個別争点への具体的あて
はめ
第１節　ヤフー事件個別の争点（繰越欠損金の引継ぎ）
　１　原告の主張するヤフー事件における副社長就任の経済的合理性
　原告は、役員の就任が「不当」であるかについて法法132条の２の趣旨か
ら次の様に主張している。
　「原告の主張は、私的経済取引としての合理性、すなわち、『純経済人と
しての合理性』という客観的な基準で判断するものであり、かつ、『経済取
引に参加する法人は、全て「純経済人としての合理性」という基準を内在
していることが期待され得る』のであるから、全ての納税者にとって『不
当』性の該当性を明確に判断することを可能とする、明確かつ客観的な基
準であるといえる。…このことを、特定役員引継要件の充足が『不当』と
認められるか否かという本件で問題となっている争点に即して敷衍すると、
当該の特定役員の就任は私法上有効であるものの、その者において特定役
員として職務執行する意思もなければ職務執行の客観的事実もおよそ一切
存在しない場合について、（私法上は仮装行為とまではいえず、施行令112
条７項５号の『特定役員』該当性を事実認定として『否認』できないため、）
法132条の２を適用して特定役員引継要件の充足を否認できれば、その立案
意図は十二分に達成できているというべきである。…上記で述べた解釈を、
特定役員引継要件を充足する事実が存在するにもかかわらず、法132条の２
の解釈適用上『不当』と評価して特定役員引継要件の充足を否認すること
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が許される場合について具体的に敷衍すると、特定役員への選任が私法上
適法有効にされているという事実こそ存在するものの、特定役員として職
務執行する意思もなければ職務執行の客観的事実もおよそ一切存在しない
ような、いわば『形だけ』『名前だけ』にすぎない場合のみが、法132条の
２の解釈適用上『不当』と評価されると解すべきである。
　およそ自然人が特定役員に就任するときは、特定役員として職務執行す
る意思をもって、かつ、就任後は実際に特定役員として職務執行すること
が当然の前提とされている。このような特定役員への就任は、いうまでも
なく経済社会において通常行われている正常な行為であるとともに、特定
役員として職務執行する意思を伴った行為であるから、正当な理由ないし
事業目的も当然ながら伴っているものである。
　そうすると、特定役員への就任が『異常ないし変則的で、かつ、租税回
避以外に正当な理由ないし事業目的が存在しないと認められる場合』と評
価される場合とは、正常な場合であれば当然に備えているべき上記のよう
な要素を全く欠いており、特定役員への就任の目的が未処理欠損金額の引
継ぎのみでしかないような場合であると解される。そして、そのような場
合とは、正に、特定役員において、特定役員として職務執行する意思もな
ければ職務執行の客観的事実もおよそ存在しないような、いわば『形だけ』
『名前』だけにすぎない場合であるものと解される。」（下線は筆者挿入）
　と主張している。
　２　裁判所の判断
　ヤフー事件は、地裁、高裁、最高裁判決とそれぞれ理論面や、事実認定
が異なっている。
　なお、本事件で争点となったのは、適格合併による欠損金の引継ぎ要件
である「みなし共同事業要件」の１つである「特定役員引継要件」の充足
の有無であるが、関連制度の概要は以下の通りである。
（１ ）　適格合併があった場合の青色申告書を提出した事業年度の欠損金の
繰越し制度の概要（法人税法57条２項及び３項）
　平成13年度の税制改正により、企業グループ内の適格合併等については
原則として被合併法人の有する繰越欠損金額の引継ぎが一定の要件を満た
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した場合認められる事となった。
　これは、企業グループ内の組織再編成については、共同で事業を営むた
めの組織再編成に比べて適格組織再編成に該当するための要件が緩和され
ていることからであり、具体例として例えば、繰越欠損金等を有するグルー
プ外の法人を一旦グループ内の法人に取り込んだ上で、グループ内の他の
法人と組織再編成を行うこととすれば、容易に繰越欠損金等を利用するこ
とも可能となってしまうこと等が勘案されるので制限を設けているとして
いる58）。そのため、共同で事業を営むための適格合併等に該当する場合は、
繰越欠損金の引継ぎについて制限は設けられていない。
（２）　みなし共同事業要件の概要 （施行令112条７項）
①　みなし共同事業要件
　企業グループ内の適格合併のような資本関係を有する法人間の組織再編
成であっても、その組織再編成が資本関係を有することとなった時から共
同で事業を営むための組織再編成に該当するような場合には、その繰越欠
損金等に対する制限を行わない事としている59）。これは、企業グループ内
の適格合併については一切未処理欠損金額の引継ぎを認めないとした場合
には、本件改正当時に実際に想定されていた金融機関等の組織再編成に不
都合をきたすおそれがあるとの指摘があったことから、そのような現実の
要請に合わせて設けられたものであり、「みなし共同事業要件」とよばれる
ものである。
　みなし共同事業要件は、次のイからニ又はイ及びホに該当することをい
う。
　イ　事業の相互関連性要件
　　 　適格合併等に係る被合併法人等の被合併事業と、当該適格合併等に
係る合併法人等の合併等事業とが相互に関連するものであること。
　ロ　事業規模要件
　　 　被合併等事業と合併等事業のそれぞれの売上金額、従業員数又はこ
れらに準ずるものの規模の割合が概ね５倍を超えないこと。
58）藤本哲也ほか・前掲注22 199頁
59）藤本哲也ほか・前掲注22 199頁
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　ハ　被合併等事業の同等規模継続要件
　　 　合併等事業および被合併等事業が、グループ化後も継続して営まれ
ており、グループ化時点と合併直前時点における事業規模（売上、従
業員数等）が概ね２倍を超えないこと。
　ニ　合併等事業の同等規模継続要件
　　 　合併等事業および被合併等事業が、グループ化後も継続して営まれ
ており、グループ化時点と合併直前時点における事業規模（売上、従
業員数等）が概ね２倍を超えないこと。
　ホ　特定役員引継要件
　　 　合併法人等および被合併法人等の特定役員が、合併後の合併法人等
の特定役員となること。
　ヤフー事件においては、イ及びホのみなし共同事業要件のうち、特定役
員引継要件が問題となっている。
②　地裁の判示した特定役員引継要件の趣旨
　地裁判決は特定役員引継要件の趣旨について
　「事業規模要件及び事業継続要件の点において施行令112条７項２号から
４号までの要件が充足されない場合であっても、一般に、合併法人のみな
らず被合併法人の特定役員が合併後において特定役員に就任するのであれ
ば、合併の前後を通じて移転資産に対する支配が継続していると評価する
ことが可能であって、合併後も共同で事業が営まれているとみることがで
き、特定資本関係発生時から５年以内に行われる適格合併であっても、課
税上の弊害が少ないということができることから、未処理欠損金額の引継
ぎを認めることとしたものと解される。」（下線は筆者挿入）
　としており、特定役員引継要件の趣旨を、移転資産に対する支配の継続
から判断している。
③　最高裁の判示した特定役員引継要件の趣旨
　最高裁は、高裁判決と同様の趣旨を述べており、
　「同項２号から４号までの事業規模要件等が充足されない場合であっても、
合併法人と被合併法人の特定役員が合併後において共に合併法人の特定役
員に就任するのであれば、双方の法人の経営の中枢を継続的かつ実質的に
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担ってきた者が共同して合併後の事業に参画することになり、経営面から
みて、合併後も共同で事業が営まれているとみることができることから、
同項２号から４号までの要件に代えて同項５号の要件（特定役員引継要件）
で足りるとされたものと解される。」（下線は筆者挿入）
　と判示しており、地裁判決が特定役員引継要件の趣旨を移転資産に対す
る支配の継続としていた点を、事業の継続性に着目するという点に修正を
している。
（３）　副社長就任の不当性の判断
　B氏の副社長就任の不当を判断する観点は、各判決で異なっており、地
裁では
　「本件における諸事情を総合勘案すると、本件副社長就任は、特定役員引
継要件を形式的に充足するものではあるものの、それによる税負担減少効
果を容認することは、特定役員引継要件を定めた施行令112条７項５号が設
けられた趣旨・目的に反することが明らかであり、また、本件副社長就任
を含む組織再編成行為全体をみても、法57条３項が設けられた趣旨・目的
に反することが明らかであるということができる。したがって、本件副社
長就任は、法132条の２にいう『法人税の負担を不当に減少させる結果とな
ると認められるもの』に該当すると解することが相当である。」（下線は筆
者挿入）
　と述べ、B氏の副社長就任行為の不当性を、法人税法施行令112条７項５
号の趣旨及び法法57条の３項の趣旨から判断をしている。しかし、高裁では、
　「B氏が本件買収時に IDCSの役員であり、本件合併時にその取締役副社
長であることによっても、本件合併において、双方の経営者が共同して合
併後の事業に参画しており、経営の面からみて、合併後も共同で事業が営
まれているとは認められず、IDCSの上記未処理欠損金を控訴人の欠損金と
みなしてその損金に算入することは、法57条３項及び施行令112条７項５号
が設けられた趣旨・目的に反することが明らかであると認められる。」（下
線は筆者挿入）
　と述べ、B氏の副社長就任行為が、経済的合理性の無いという点と、法
57条３項及び法人税法施行令112条７項５号の趣旨に反しているか否かとい
う点から不当の判断を行っており、（2）説の制度趣旨基準を意識した判断を
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下している。
　最高裁は、（3）説の濫用基準で「不当」の判断を行っているため、
　「本件副社長就任が、法人税の負担の軽減を目的として、特定役員引継要
件を満たすことを意図して行われたものであることは、上記一連の経緯の
ほか、ソフトバンク社と上告人の各担当者の間で取り交わされた電子メー
ルの『税務ストラクチャー上の理由』等の記載（…）に照らしても明らか
というべきである。」
　と副社長就任が、特定役員引継要件を形式的に満たし租税負担の軽減の
意図があった点を述べ、態様について、
　「①本件副社長就任は、本件提案が示された後に、ソフトバンクの代表取
締役社長である Aの依頼を受けて、上告人の B（ママ）及び IDCSの Cが
これを了承するという経緯で行われたものであり、上記依頼の前から IDCS
と上告人においてその事業上の目的や必要性が具体的に協議された形跡は
ないこと、②本件提案、本件副社長就任、本件買収等の行為は平成21年３
月31日までに本件合併を行うという方針の下でごく短期間に行われたもの
であって、Bが IDCSの取締役副社長に就任していた期間もわずか３か月
程度であり、本件買収により特定資本関係が発生するまでの期間に限れば
わずか２か月程度にすぎないこと、③ Bは、本件副社長就任後、IDCSの
取締役副社長として一定の業務を行っているものの、その業務の内容は、
おおむね本件合併等に向けた準備やその後の事業計画に関するものにとど
まること、④ Bは、IDCSの取締役副社長となったものの、代表権のない
非常勤の取締役であった上、具体的な権限を伴う専任の担当業務を有して
いたわけでもなく、IDCSから役員報酬も受領していなかったことなどの事
情が存する。
　これらの事情に鑑みると、Bは、IDCSにおいて、経営の中枢を継続的か
つ実質的に担ってきた者という施行令112条７項５号の特定役員引継要件に
おいて想定されている特定役員の実質を備えていたということはできず、
本件副社長就任は、本件合併後に Bが上告人の代表取締役社長の地位にと
どまってさえいれば上記要件が満たされることとなるよう企図されたもの
であって、実態とは乖離した上記要件の形式を作出する明らかに不自然な
ものというべきである。 」（下線は筆者挿入）
　と述べ、B氏の副社長就任行為が、租税回避を意図して実態とは乖離し
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た形式を作り出した経済的合理性の無い不自然なものであり、法人税法施
行令112条７項５号の趣旨に反しているとして、
　「本件副社長就任は、組織再編税制に係る上記各規定を租税回避の手段と
して濫用することにより法人税の負担を減少させるものとして、法132条の
２にいう『法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるもの』
に当たると解するのが相当である。」（下線は筆者挿入）
　と判示し、税務上において Bの副社長就任という事実を否認しており、
ヤフーは、地裁・高裁と同様に敗訴した。
第２節　IDCF事件個別の争点（適格外し）
　１　原告の主張する IDCFの経済的合理性
　IDCSの株式譲渡より前に IDCFの株式を譲渡するのは、次の事業上の理
由があったためである。
（１）　事業展開の観点
　ヤフーは、共同して事業を行うグループ会社については、人的、技術的、
対外の信用度の観点から直接子会社とする方針をとっていた。そのため、
IDCFの事業は、ヤフーの運営上極めて重要であることから、直接の子会社
とすることが自然であったこと。
（２）　情報セキュリティの観点
　ヤフーは、インターネット関連事業という事業の性格上、及び過去の
「Yahoo!BB」の個人情報漏洩問題を踏まえ、情報セキュリティ対策に力を
入れており、統一的なセキュリティポリシーの浸透・適用の観点から個人
情報その他の重要な経営情報を大量に保有し、慎重な情報管理が必要とな
る会社については、ヤフーが直接の子会社とする方針をとっていること。
（３）　社内システムへのアクセス
　ヤフーは、セキュリティポリシー上、ヤフーの社内システムにアクセス
できる関係会社は、ヤフーが直接管理・監視ができ、かつヤフーと業務上
の関わりが深い、ヤフーの直接の子会社に限られていたため、IDCFのヤ
フーグループにおける重要度を鑑みた場合、早急な連携体制を構築する必
要があったこと。
　以上のような理由から、当該株式譲渡が「異常ないし変則的」か否かは
通常のM＆ A・組織再編成取引において一般的に行われているスキームと
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の比較で判断されるべきであり、そして本件の様に株式譲渡を前提に分割
を行うということは、近年の通常のM＆ A・組織再編成取引においては「株
式買取（公開買付け含む）＋合併」、「全部取得条項付種類株式を用いた完
全子会社化＋合併」、「配当又は自己株式取得＋株式譲渡」など、省略可能
な取引を、税務上の考慮から１つ加えることは、ごく一般的に行われてい
る。そのため、株式の譲渡を前提に分割を行うのであれば適格要件へのあ
てはめは非適格分割にしかなりえず、これは法令の規定が正面から予定し
ている完全に想定可能な行為であり、節税に留まり租税回避行為には該当
しないと評価するのが自然かつ合理的であると主張した。
　２　裁判所の判断
　IDCF事件で争点となったのは、IDCSの合併前に、IDCFの株式をヤフー
に譲渡する事が、意図的に適格分割を回避した「適格外し」に該当するか
であるが、関連制度の概要は以下の通りである。
（１）　法人税法２条12 の11（適格分割）の要件
　「次のいずれかに該当する分割（分割型分割にあっては分割法人の株主等
に分割承継法人の株式又は分割承継親法人株式（分割承継法人との間に当
該分割承継法人の発行済株式等の全部を保有する関係として政令で定める
関係がある法人の株式をいう。以下この号において同じ。）のいずれか一方
の株式以外の資産（当該株主等に対する剰余金の配当等として交付される
分割対価資産以外の金銭その他の資産を除く。）が交付されず、かつ、当該
株式が当該株主等の有する分割法人の株式の数の割合に応じて交付される
ものに、分社型分割にあっては分割法人に分割承継法人の株式又は分割承
継親法人株式のいずれか一方の株式以外の資産が交付されないものに限
る。）をいう。
　イ　その分割に係る分割法人と分割承継法人との間にいずれか一方の法
人が他方の法人の発行済株式等の全部を直接又は間接に保有する関係その
他の政令で定める関係がある場合の当該分割（以下省略）」（下線は筆者挿
入）
　この法人税法２条12 の11イに規定する政令で定める関係については、法
人税法施行令第４条の２第６項第１号において次の様に定められている。
（　　）00 組織再編成に係る行為計算否認規定における不当性の意義についての考察（清水）
組織再編成に係る行為計算否認規定における不当性の意義についての考察（清水）
　（ 13 ）　41　　号
（　　）60
　「１　分割前に当該分割に係る分割法人と分割承継法人（当該分割が法人
を設立する分割（以下この号において『新設分割』という。）で２以上の法
人が行うもの（第８項までにおいて『複数新設分割』という。）である場合
にあつては、当該分割法人と他の分割法人）との間にいずれか一方の法人
が他方の法人の発行済株式等の全部を直接又は間接に保有する関係（以下
この号において『当事者間の完全支配関係』という。）があり、かつ、当該
分割後に当該分割法人と分割承継法人との間に当事者間の完全支配関係が
継続すること（当該分割後に当該分割法人を被合併法人とする適格合併を
行うことが見込まれている場合には当該分割後に当該分割法人と分割承継
法人との間に当事者間の完全支配関係があり、当該適格合併後に当該適格
合併に係る合併法人と当該分割承継法人との間に当事者間の完全支配関係
が継続することとし、当該分割後に分割承継法人を被合併法人とする適格
合併を行うことが見込まれている場合には当該分割の時から当該適格合併
の直前の時まで当該分割法人と分割承継法人との間に当事者間の完全支配
関係が継続することとする。…）が見込まれている場合（当該分割が新設
分割で複数新設分割に該当しないもの（…）である場合にあつては、当該
分割後に当該分割法人と分割承継法人との間に当事者間の完全支配関係が
継続することが見込まれている場合）における当該分割法人と分割承継法
人との間の関係…以下省略）」（下線は筆者挿入）
　本条文を要約すると適格分割は以下の２要件となる。
①　金銭交付のない事
②　完全支配関係の継続
　この法人税法施行令第４条の２第６項第１号の規定を、IDCF事件に置き
換えた場合、次の様に読み替える事が出来る。
　「分割前に当該分割に係る IDCSと IDCFとの間にいずれか一方の法人に
よる完全支配関係があり、かつ、当該分割後に IDCSと IDCFとの間に当
事者間の完全支配関係が継続すること（当該分割後に IDCSを被合併法人
とする適格合併を行うことが見込まれている場合には当該分割後に IDCS
と IDCFとの間に当事者間の完全支配関係があり、当該適格合併後に当該
適格合併に係るヤフーと IDCFとの間に当事者間の完全支配関係が継続す
ること）が見込まれている場合における IDCSと IDCFとの間の関係」（下
線は筆者挿入）
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　IDCF事件は、本件譲渡１60）により、IDCFが、ヤフーの子会社となるこ
とで、IDCSと IDCF間の完全支配者関係が断たれたため、非適格分割となっ
ている。
（２）　法人税法62条、62条の３及び法人税法施行令４条の２第６項の趣旨
　法人税法62条、62条の３及び法人税法施行令４条の２第６項の趣旨につ
いては、地裁、高裁、最高裁と基本的な考え方は共通しており、最高裁は
　「組織再編税制の基本的な考え方は、実態に合った課税を行うという観点
から、原則として、組織再編成により移転する資産及び負債（以下『移転
資産等』という。）についてその譲渡損益の計上を求めつつ、移転資産等に
対する支配が継続している場合には、その譲渡損益の計上を繰り延べて従
前の課税関係を継続させるというものである。このような考え方から、組
織再編成による資産等の移転が形式と実質のいずれにおいてもその資産等
を手放すものであるとき（非適格組織再編成）は、その移転資産等を時価
により譲渡したものとされ、譲渡益又は譲渡損が生じた場合、これらを益
金の額又は損金の額に算入しなければならないが（法62条等）、他方、その
移転が形式のみで実質においてはまだその資産等を保有しているというこ
とができるものであるとき（適格組織再編成）は、その移転資産等につい
て帳簿価額による引継ぎをしたものとされ（法62条の２等。適格分社型分
割については法62条の３）、譲渡損益のいずれも生じないものとされている。
　法２条12号の11 の適格分割については、分割による資産等の移転に譲渡
損益を発生させず、帳簿価額による引継ぎをしたものとして譲渡損益の計
上を繰り延べるものとされている（…）。施行令４条の２第６項が、法２条
12号の11イに規定する適格分割の要件として、分割後に分割法人と分割承
継法人との間に当事者間の完全支配関係等が継続することが見込まれてい
ることを必要としているのは、当該分割の時点で、当該分割後に当事者間
の完全支配関係等が継続することが見込まれていれば、移転資産等に対す
る支配が分割後も継続すると認められることによるものと解される。」（下
線は筆者挿入）
　と法人税法62条、62条の３及び法人税法施行令４条の２第６項の趣旨を
60）本稿３頁７の IDCSとヤフー間における IDCF株式の譲渡をいう。
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述べている。
（３）　不当性の判断
　IDCF事件の不当性を判断する観点は、地裁及び高裁は大筋において同様
であり、高裁は、
　「本件における諸事情を総合勘案すると、分割後に本件譲渡１を行うとい
う計画（本件計画）を前提とした分割行為は、局所的にみれば完全支配関
係継続見込み要件を充足しないものではあるものの、それによりもたらさ
れる税負担減少効果を容認することは、完全支配関係継続見込み要件を定
めた施行令４条の２第６項１号が設けられた趣旨・目的に反することが明
らかであるということができる。
　したがって、本件計画を前提とした分割行為は、法132条の２にいう『法
人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるもの』に該当する
と解することが相当である。」（下線は筆者挿入）
　として、施行令４条の２第６項１号の趣旨・目的に反することを不当と
しているが、最高裁は、（3）説の濫用基準で「不当」の判断を行っているため、
　「本件の一連の組織再編成に係る行為である本件分割、本件譲渡１、本件
譲渡２61）及び本件合併は、ソフトバンクによる平成20年11月の本件提案に
おける手順を基礎として、同社の完全子会社である IDCSの未処理欠損金
額のうち平成22年３月期以降は損金に算入することができなくなる約124億
円を余すところなく活用するため、IDCSに本件分割を行わせることにより
上告人を設立し、一方で IDCSに上記未処理欠損金額のうち当期利益によ
り償却することができない約100億円に相当する譲渡益を発生させ、これに
より上記未処理欠損金額のうち上記約100億円を償却し、他方で上告人に法
62条の８第１項に基づく上記譲渡益相当額と同額の資産調整勘定の金額を
発生させることにより、上記未処理欠損金額のうち上記約100億円を上告人
の資産調整勘定の金額に転化させ、上告人においてこれを以後60 か月にわ
たり償却し得るものとするため、平成21年３月30日までのごく短期間に計
画的に実行されたものである。
　そして、上記のとおり IDCSに約100億円の譲渡益を発生させ、上告人に
61）本稿４頁９のソフトバンクとヤフー間における IDCS株式の譲渡をいう。
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同額の資産調整勘定の金額を発生させるためには、本件分割が当事者に譲
渡損益を生じさせる非適格分割である必要があったことから、本件では、
本件分割をあえて非適格分割とするため、分割後に分割法人と分割承継法
人との間に当事者間の完全支配関係が継続することが見込まれているとい
う施行令４条の２第６項１号の要件を満たさないこととなるように、IDCS
と上告人との当事者間の完全支配関係を一時的に断ち切るものとして、本
件分割と本件譲渡２の間に本件譲渡１を行う本件計画が立てられ、そのと
おり実行されたものとみることができる。しかも、本件譲渡１の４日後に
行われた本件譲渡２により、IDCSは上告人とともにヤフーの完全子会社と
なり、さらに、その翌日にヤフーと IDCSとの間で合併契約が締結され、
その約１か月後に本件合併の効力が生じたというのであるから、本件の一
連の組織再編成を全体としてみれば、IDCSによる移転資産等の支配は本件
分割後も継続しているといえるのであって、本件分割は適格分割としての
実質を有すると評価し得るものである。その上、仮に本件分割後に本件譲
渡１が行われなくとも、本件譲渡２と本件合併によりヤフーによる IDCS
の吸収合併と上告人の完全子会社化は実現されたのであり、本件譲渡１が
行われたのは本件譲渡２のわずか４日前であり、本件合併の約１か月前で
あることなどからすると、そもそも本件譲渡１を行う事業上の必要性は希
薄である上、本件譲渡１の対価である115億円が本件譲渡２及び本件合併に
よりいずれヤフーに戻ることが予定されていたことなども考慮すると、本
件譲渡１を行うことにつき、税負担の減少以外に事業目的等があったとは
考え難い。したがって、本件計画を前提とする本件分割は、平成22年３月
期以降は損金に算入することができなくなる IDCSの未処理欠損金額約100
億円を上告人の資産調整勘定の金額に転化させ、上告人においてこれを以
後60 か月にわたり償却し得るものとするため、本来必要のない本件譲渡１
を介在させることにより、実質的には適格分割というべきものを形式的に
非適格分割とするべく企図されたものといわざるを得ず、本件計画を前提
とする点において、通常は想定されない組織再編成の手順や方法に基づく
ものであるのみならず、これにより実態とは乖離した非適格分割の形式を
作出するものであって、明らかに不自然なものであり、税負担の減少以外
にその合理的な理由となる事業目的等を見いだすことはできない。
　以上を総合すると、本件計画を前提とする本件分割は、組織再編成を利
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用して税負担を減少させることを意図したものであって、適格分割の要件
を定める法２条12号の11イ及び施行令４条の２第６項１号、適格分社型分
割につき譲渡損益の計上の繰延べを定める法62条の３並びに資産調整勘定
の金額の損金算入等について定める法62条の８の本来の趣旨及び目的を逸
脱する態様でその適用を受けるもの又は免れるものと認められるというべ
きである。」（下線は筆者挿入）
　と述べ、組織再編成税制を利用して租税回避を意図した点に加え、法２
条12号の11イ及び施行令４条の２第６項１号、法62条の３並びに62条の８
の本来の趣旨及び目的という観点から不当を判断し、
　「本件計画を前提とする本件分割は、組織再編税制に係る上記各規定を租
税回避の手段として濫用することにより法人税の負担を減少させるものと
して、法132条の２にいう『法人税の負担を不当に減少させる結果となると
認められるもの』に当たると解するのが相当である。」（下線は筆者挿入）
　と判示し、IDCFは、地裁・高裁と同様に非適格分割が否認されて敗訴し
た。
第３節 考察
　ヤフー事件及び IDCF事件は、電子メールの内容や、組織再編成の計画
提案内容から租税回避の意図をもって行われたものと考えざるを得ないた
め、当該事件について（2）説の制度趣旨基準によって濫用を判断した場合で
も結果は「不当」であると考えるが、例えば B氏の副社長就任及び IDCS
のヤフーに対する IDCF株式の譲渡といった行為を組織再編成税制全体の
趣旨・目的という抽象的な観点から判断すると具体的にどの点がどのよう
に違反しているか、いかようにも言える事ができ、これでは納税者に組織
再編成に対する委縮効果を生じさせてしまう。
　しかし、（3）説の濫用基準の組織再編成税制に係る各個別規定の制度趣旨
である、組織再編成前後の経済実態の実質的な変更の有無という観点から
当該事件を検証すれば、ヤフー事件については、電子メールの内容におい
て B氏の副社長就任が、法人税の負担の軽減を目的として、特定役員引継
要件を形式的に満たすことを意図して行われたものである事が伺える点に
加え、B氏は無報酬で代表権のない非常勤の取締役であり、具体的な権限
を伴う専任の担当業務を有していたわけでもなく、かつ、本件吸収合併前
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まで IDCSの事業を担っていた B氏以外の IDCSの役員はいずれも、合併
後にはヤフーの役員に就任していない事等を考慮すると、ヤフーと IDCS
が合併をする前後で経済実態の実質的な変更が無いとは考えられず、みな
し共同事業要件に定める特定役員引継の趣旨である事業の継続性を有して
いないと考えられる。
　また、IDCF事件については、短期間での一連の組織再編成行為は、最終
的にソフトバンクを頂点に、ヤフーさらにその下に IDCFを構築するとい
う組織体系計画に基づき行われているが、計画において、IDCSがヤフーに
吸収合併されるという事であれば、IDCS株式がヤフーに譲渡される４日前
に、わざわざ IDCFの株式をヤフーに譲渡する事に必要性は見いだせず、
この一連の譲渡に、事業上の必要性や経済実態の実質的な変更を見出す事
は考えられず、事業の継続性は続いているものと考えられる。
　従って、ヤフー事件における B氏の IDCS副社長就任及び、IDCF事件に
おける一時的な支配関係の断絶、いずれの行為も組織再編成税制に係る各
規程を租税回避の手段として濫用することにより法人税の負担を減少させ
る「不当」な行為であると考えられる。
　この様に、（3）説の濫用基準によって事件の「不当」を評価した場合は、（2）
説の制度趣旨基準に比べ、明らかに納税者の予測可能性が高まっていると
言える。
　以上の事から、組織再編成税制の包括的否認規定である法法132条の２は、
制度全体の趣旨という漠然とした考えを基準に行使される事は適切では無
く、明確化された制度の濫用という基準に基づき行使される事が相応しい
と結論付けられる。
　本最高裁判決は、組織再編成税制に係る各規定を租税回避の手段として
濫用することを「不当」としており、法法132条の２に定める「不当」の意
義や、制度濫用判断の観点、否認対象行為の主体と重要な論点が明確化さ
れているが、同じく制度の濫用という文言を用いた事件で「外国税額控除
事件62）」がある。
　この事件においては、「本件取引は、全体としてみれば、…国内で納付す
べき法人税額を減らすことによって免れ、最終的に利益を得ようとするも
62）最二小判平成17年12月19日判時1918号３頁
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のであるということができる。これは、…外国税額控除制度を濫用するも
のであり、さらには、税負担の公平を著しく害するものとして許されない
というべきである。」（下線は筆者挿入）として法人税法69条に規定された
外国税額控除にかかる個別規定の趣旨目的に反した場合については課税減
免の適用を認めないことを相当としている事件である。
　本最高裁判決と外国税額控除事件は、取引を否認した規定は異なるもの
の、否認の判断事由を制度の濫用を基準にしているという点で共通点があ
る。
　このような取引の否認に対する裁判所の姿勢が今後の主流になるものと
考えられる。
　何故ならば、判決結果は正反対であるものの、日本 IBM事件と、ヤフー
事件の最高裁判事は同じであるため、共通した観点で取引の不当性を判断
していたと考えられ、そうであれば、法法132条の「不当」は、従来の経済
的合理性基準を拡張した考えにより判断するとした事になる。
　このことから、日本 IBM事件は法法132条、ヤフー事件及び IDCF事件
は法法132条の２と適用条文は異なるものの、近年における租税回避の基準
が、私法取引の合理性という基準から、法制度の立法趣旨を重視する方向
へシフトしているようにも思われる。
　ヤフー事件及び IDCF事件の判決に対し、批判的な論者も少なくなく、
田中治教授は、
　「判決が、本件副社長就任が実質、実態を持たないというのであれば、そ
れは端的に、現実世界での法の解釈適用であって、特定役員引継要件を満
たさないと言うべきである。それを、問題の行為が、法57条の趣旨目的に
反するとした上で、いわば合わせ技の形で、法132条の２に接続するのは、
租税回避の否認の方法として許容されるものとは言えない。このような『異
常な』解釈手法を採ってよいということまでもが、組織再編の形態の複雑
等によって正当化されるものでもない。…納税者にとっては、みなし共同
事業要件に係る基準が明確であれば、この基準の充足の要否は明確に判断
可能なものとなる。そうだとすれば、納税者が当該基準の充足を目指して
意識的に行為することは、事実の基礎がある限り、何ら問題ではない。被
合併法人に繰越欠損金がある場合、合併法人がそれを意識した行動を取る
のはある意味自然であり、経済合理性からはそれが求められるとも言いう
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る（逆に、それを全く無視して行為することは、企業の合理的活動として
非難されるであろう）。納税者が、その上で、当該要件の充足を意図し、当
該要件充足のために何らかの意図的な行為をすることは、法が明示的に禁
じているのでない限り、法的な非難の対象とはなりえない63）。」
　と主張するが、経済的実態に合致せず、形式を整えて税負担を逃れよう
とするような行為を是認することはかえって課税負担の公平を逸脱するも
のであると考えられ、賛同できない。筆者は、今回の事件は正しく我が国
の包括的否認規定が適用されたものとして最高裁判決を支持する考えであ
る。
おわりに
　太田洋氏は、組織再編成税制は、税制適格要件や個別否認規定の適用要
件を精緻に作り込んでいるため、実務上、納税者にとって、それらの要件
はセーフハーバーとして機能しており、それらが納税者の予測可能性を担
保する機能を果たしているが、法法132条の２の様な包括的否認規定が存在
することにより、税制適格要件や個別否認規定の要件を、形式的には充足
しているものの、実質的には充足していないとして否認されてしまう余地
が生じてしまうとしている。
　その結果として、納税者の予測に反した課税が頻繁に行われるようにな
れば、納税者にとっての予測可能性は完全に失われてしまい、萎縮効果な
どにより正常な経済取引にも支障が生じてしまうため、包括的否認規定の
存在は、租税法律主義の観点から問題があると主張している64）。
　前記の田中治教授の判例批判もまさにそうした趣旨の立場からの意見で
ある。しかしながら、筆者はその考えには賛同できない。
　何故ならば、納税者が租税回避の意図をもって形式要件を満たしている
ような場合は、その行為が包括的否認規定の対象となるか否かは十分に予
測可能であるため、納税者の予測可能性は、なんら損なわれていないから
63）岡村忠生ほか『租税回避研究の展開と課題』67頁（ミネルヴァ書房、2015）
64）太田洋ほか「法人税法132条、132条の２とその運用の捉え方」税務弘報64
（2016）22頁
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である65）。
　また、包括的否認規定が対象として想定しているのは、高額納税者や大
型企業の行う極めて大規模な租税回避であり、とりわけ組織再編成や連結
納税のような制度は、その性質上、形式要件を満たすか否か（組織再編成
税制で言えば適格となるか非適格となるか）で、大きく租税負担が異なり、
かつ、租税回避として利用される可能性が極めて高い性質を有している。
　この様な状況の中で、課税の公平という見地からすれば、経済的実態に
差異が無いのに、形式的に要件を充足した事による極端なまでの税負担軽
減を看過する事は、一般の納税者にとっては到底納得出来ない事である。
　一方で、法の濫用又は潜脱と言わざるを得ないような租税回避行為で
あっても、何ら法的裏付けが無いまま「実質主義」や「経済的実質」を根
拠に租税回避行為を否認する事は許される事ではない。
　こうした事から、組織再編成や連結納税制度といった、特殊な分野に限
り包括的否認規定を設けて対応する事は、税負担の公平性から肯定される
べき事由であり、それこそがまさに包括的否認規定の存在意義である66）。
　ヤフー事件及び IDCF事件や、日本 IBM事件の様な巧妙な租税回避行為
が横行するのは我が国だけでなく、スターバックスやグーグル等の国際的
な租税回避が諸外国でも問題となっており、この様な問題に対応するため、
2013年に英国は他の G７諸外国と同様に一般的否認規定の導入により租税
回避行為に対応している。近年、我が国が一般的否認規定の存在しない国
として他の主要な諸外国から孤立している状況から、我が国においても諸
外国と同様に一般的否認規定を導入すべきとの意見が多く見受けられる67）68）。
しかし、一般的否認規定制度には、（2）説の制度趣旨基準のような、制度全
65）濫用基準について「租税回避を意図して組織再編成税制に係る各規定の趣旨、
目的から逸脱する態様でその適用を受けるなどした場合にのみ法132条の２の不
当性要件に該当するということであり、その関係者にとって、組織再編成税制
に係る各規定が適用されるべき事案であること又は適用されるべき事案でない
ことは明らかである。したがって、行為・計算が否認されるべきことはその関
係者において十分に予測可能であるといえるから、これを法132条の２により否
認することは租税法律主義の目的である予測可能性及び法的安定性の確保を害
するものではなく、租税法律主義違反の問題を来すものではない」と評する声
もある。徳地淳＝林史高「判解」ジュリスト1497号（2016.9）88頁
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体の趣旨というような漠然とした基準により取引が否認される可能性があ
り、課税庁に大きな権力を与えるだけでなく、個別否認規定の存在を形骸
化させ、納税者の予測可能性を著しく害する懸念がある。
　そしてこの事は、正常な商取引の発展を阻害してしまう事にもなりかね
ない。また、租税回避行為に対する地道な制度の見直しといった根本的な
66）谷口勢津夫教授も、「個別否認規定ではどうしても射程といいますか間口が限
定されますので、それで規制できないような場合について、腰だめでもう１つ
射程、間口の広い否認規定を置いて、『重畳的適用』をする、ということになる
と思います。…不当な税負担の回避を防止するために慎重に立法をする必要が
あると思いますが、いきなり包括的否認規定を置いて全ての取引に投網をかけ
るような否認立法ではなく、組織再編なら組織再編について、要するに課税減
免規定を定める分野ごとに、個別的否認規定とそれよりは射程、間口の広い否
認規定とを定め、課税減免措置の濫用に対処するのが否認立法のあるべき姿で
はないかと思います。…包括的否認規定は租税回避の否認に関していわゆる『規
律密度』が低いのではないか、というようなことを考えると、なおさら『重畳
的適用』を前提とする否認立法が望ましいように思われます。」と現行の制度に
肯定的な意見を述べている。谷口勢津夫「租税回避を巡る最近の動向・課題」
税研 32（2）（2016.7）８頁
67）森信茂樹教授は、「税制における最も重要な価値観は、公平性であるが、個別
否認規定による対応では法令改正に時間がかかり、また新たなスキームには対
応できず、遡及することも困難である。加えて、個別的否認規定を創設するこ
とにより税制はますます複雑になり、結果として課税の公平性に反することに
なる。この点が、わが国を除く G７諸国が GAARを整備している最大要因とい
えよう。」森信茂樹「BEPSと租税回避への対応―一般的否認規定の整備を」租
税研究（2016.9）134頁
68）本庄資教授は、一般的否認規定を導入していない我が国の現状を「これまで
の我が国の租税法学では、諸外国に比べると、現実の経済活動、現実の経済状況、
取引又はアレンジメントの経済的属性や経済的目的、経済的効果、商業的合理
性を軽視してきたのではないか。その結果、租税法令の脆弱性（合法的な租税
回避に容易に利用又は濫用されるバルナラビリティ）をカバーできず、逆に、
クロスボーダー・アレンジメントにより複数国の租税法令を利用又は濫用する
ことを擁護する租税法学になってしまっているようにみえる。」と評している。
本庄資「国際課税における重要な課税原則の再検討」租税研究（2016.5）181頁
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問題解決手法が軽視されてしまう恐れもある。こうした事から筆者として
は現段階での一般的否認規定の導入には賛成できない。
　題材としたヤフー事件の副社長就任行為や、IDCF事件の株式の譲渡等の
行為は、一連の組織再編活動という特殊な分野での活動であり、こうした
活動を律する個別規定には経済的実態の継続性の有無という一貫した、か
つ、より具体的判断基準が存在するのである。
　従って、曖昧で大上段な考え方を持った一般的否認規定で無くても、こ
の様な行為の「不当」を判断することは十分に可能であるため、個別否認
規定から一般的否認規定という極端な否認対象の拡張ではなく、現状の制
度である包括的否認規定の積極的な活用こそが望ましいと考える。
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